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令和６年第５回小山市議会定例会付議事件表 

議 案 番 号 件          名 頁 

議 案第８９号 令和６年度小山市一般会計補正予算（第５号） ５ 

議 案第９０号 
令和６年度小山市国民健康保険特別会計補正予算（第１

号） 
５６ 

議 案第９１号 令和６年度小山市介護保険特別会計補正予算（第２号） ６２ 

議 案第９２号 
令和６年度小山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１

号） 
６８ 

議 案第９３号 
令和６年度小山市栃木県南地方卸売市場特別会計補正予

算（第１号） 
７４ 

議 案第９４号 
令和６年度小山市公共用地先行取得事業特別会計補正予

算（第１号） 
７７ 

議 案第９５号 令和６年度小山市水道事業会計補正予算（第１号） ８５ 

議 案第９６号 令和６年度小山市下水道事業会計補正予算（第１号） ９１ 

議 案第９７号 
刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整

理について 
９７ 

議 案第９８号 小山市出張所設置条例の一部改正等について １０２ 

議案第９９号 小山市学童保育館条例の一部改正について １０４ 

議案第１００号 

小山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに

指定介護予防支援等に係る介護予防のための効果的な支

援の方法に関する基準等を定める条例及び小山市地域包

括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条

例の一部改正について 

１０６ 

議案第１０１号 
小山市同和対策集会所の設置及び管理に関する条例の一

部改正について 
１１２ 

議案第１０２号 指定管理者の指定について １１５ 

議案第１０３号 指定管理者の指定について １１６ 

議案第１０４号 指定管理者の指定について １１８ 

議案第１０５号 指定管理者の指定について １１９ 

議案第１０６号 指定管理者の指定について １２０ 



議 案 番 号 件          名 頁 

議案第１０７号 指定管理者の指定について １２１ 

議案第１０８号 指定管理者の指定について １２２ 

議案第１０９号 
地方独立行政法人新小山市民病院第４期中期目標の策定

について 
１２３ 

議案第１１０号 市道路線の認定について １２９ 

議案第１１１号 人権擁護委員候補者の推薦について １３３ 

議案第１１２号 専決処分の承認を求めることについて １３４ 

議案第１１３号 業務委託契約の締結について（追認） １４２ 

議案第１１４号 財産の取得について（追認） １４３ 

議案第１１５号 財産の取得について（追認） １４４ 

議案第１１６号 財産の取得について（追認） １４５ 

議案第１１７号 財産の取得について（追認） １４６ 

議案第１１８号 財産の取得について（追認） １４７ 

議案第１１９号 財産の取得について（追認） １４８ 

議案第１２０号 財産の取得について（追認） １４９ 

報告第１７号 専決処分の報告について １５０ 

報告第１８号 専決処分の報告について １５３ 

 



議案第８９号 

 

令和６年度小山市一般会計補正予算（第５号） 

 

令和６年度小山市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，０８１，５６３千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７７，６５１，４１２千円とする。 

２   歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

（繰越明許費） 

第３条 地方自治法第２１３条第１項の規定により繰越して使用することのできる

経費は、「第３表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為の補正） 

第４条 債務負担行為の追加及び変更は、「第４表 債務負担行為補正」による。 

（地方債の補正） 

第５条 地方債の変更は、「第５表 地方債補正」による。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長  浅 野 正 富 
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　　　　　　　　　　第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳   入 (単位　千円)

款 項

13 分担金及び負担金 766,759 △98,064 668,695

 1 負 担 金 766,759 △98,064 668,695

15 国 庫 支 出 金 12,336,702 445,966 12,782,668

 1 国 庫 負 担 金 8,874,714 423,766 9,298,480

 2 国 庫 補 助 金 3,423,244 22,200 3,445,444

16 県 支 出 金 5,811,489 159,539 5,971,028

 1 県 負 担 金 3,670,813 86,463 3,757,276

 2 県 補 助 金 1,522,429 73,076 1,595,505

18 寄 付 金 3,000,223 2,301,000 5,301,223

 1 寄 付 金 3,000,223 2,301,000 5,301,223

19 繰 入 金 3,308,161 422,648 3,730,809

 1 基 金 繰 入 金 3,307,150 422,648 3,729,798

20 繰 越 金 655,141 800,178 1,455,319

 1 繰 越 金 655,141 800,178 1,455,319

21 諸 収 入 3,364,265 2,296 3,366,561

 5 雑 入 585,767 2,296 588,063

22 市 債 5,575,500 48,000 5,623,500

 1 市 債 5,575,500 48,000 5,623,500

73,569,849 4,081,563 77,651,412

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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歳   出 (単位　千円)

款 項

 1 議 会 費 425,722 △1,500 424,222

 1 議 会 費 425,722 △1,500 424,222

 2 総 務 費 11,626,636 2,621,050 14,247,686

 1 総 務 管 理 費 10,152,144 2,563,598 12,715,742

 2 徴 税 費 518,858 19,950 538,808

 3 戸籍住民基本台帳費 664,251 25,502 689,753

 4 選 挙 費 219,970 6,500 226,470

 5 統 計 調 査 費 33,167 4,650 37,817

 6 監 査 委 員 費 38,246 850 39,096

 3 民 生 費 26,541,641 916,344 27,457,985

 1 社 会 福 祉 費 10,289,101 126,410 10,415,511

 2 児 童 福 祉 費 13,636,401 740,627 14,377,028

 3 生 活 保 護 費 2,616,139 49,307 2,665,446

 4 衛 生 費 6,943,258 138,066 7,081,324

 1 保 健 衛 生 費 6,109,113 133,343 6,242,456

 2 清 掃 費 834,145 4,723 838,868

 5 労 働 費 77,380 460 77,840

 1 労 働 諸 費 77,380 460 77,840

 6 農 林 水 産 業 費 1,438,435 41,430 1,479,865

 1 農 業 費 1,418,568 41,430 1,459,998

 7 商 工 費 3,372,304 86,295 3,458,599

 1 商 工 費 3,372,304 86,295 3,458,599

 8 土 木 費 8,183,512 75,220 8,258,732

 1 土 木 管 理 費 475,328 5,000 480,328

 2 道 路 橋 梁 費 1,799,228 10,700 1,809,928

 3 河 川 費 1,159,893 66,600 1,226,493

 4 都 市 計 画 費 4,572,962 △7,780 4,565,182

 5 住 宅 費 176,101 700 176,801

 9 消 防 費 2,378,013 60,450 2,438,463

 1 消 防 費 2,378,013 60,450 2,438,463

10 教 育 費 6,209,298 143,748 6,353,046

 1 教 育 総 務 費 1,284,400 51,152 1,335,552

 2 小 学 校 費 1,286,758 13,402 1,300,160

 3 中 学 校 費 747,220 9,268 756,488

 4 社 会 教 育 費 1,014,285 24,600 1,038,885

 5 保 健 体 育 費 1,876,635 45,326 1,921,961

73,569,849 4,081,563 77,651,412

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計

77

0123456789



１ 変　更

総 額 年 度 年 割 額 総 額 年 度 年 割 額

千円 千円 千円 千円

297,000 225,000

698,000 770,000

第２表　　継  続  費  補  正

No. 款 項 事業名
補　　　　正　　　　前 補　　　　正　　　　後

一 級 河 川
豊 穂 川 河 道
整 備 事 業

2 8 土 木 費 3 河 川 費

令和
6年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
7年度

995,000 995,000

8
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№ 事　　業　　名 金　　額

14,000

第３表　　繰 越 明 許 費　　

款 項

2 ド ッ グ ラ ン 整 備 事 業4 衛 生 費 1 保 健 衛 生 費

9

9
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1　追　加

№ 事　　　　　　　　　　項

千円

第４表　　債務負担行為補正

期　　　　　　　間 限　　度　　額

28
間 々 田 市 民 交 流 セ ン タ ー
指 定 管 理 者 制 度 に 伴 う 管 理 経 費

令和6年度 ～ 令和9年度 106,000

90,000

30
桑 市 民 交 流 セ ン タ ー
指 定 管 理 者 制 度 に 伴 う 管 理 経 費

令和6年度 ～ 令和9年度 91,000

29
小 山 城 南 市 民 交 流 セ ン タ ー
指 定 管 理 者 制 度 に 伴 う 管 理 経 費

令和6年度 ～ 令和9年度

103,950

～

31
小 山 市 ま ち な か 交 流 セ ン タ ー
指 定 管 理 者 制 度 に 伴 う 管 理 経 費

令和6年度 ～ 令和11年度

お や ま 行 政 テ レ ビ 放 送 業 務 委 託 令和6年度 令和7年度 9,03732

3,208

34 旧延島小学校屋内運動場防水改修工事 令和6年度 ～ 令和7年度 12,000

33 おーラジ小山市提供番組放送等業務委託 令和6年度 ～ 令和7年度

6,648

36
中 央 市 民 会 館
指 定 管 理 者 制 度 に 伴 う 管 理 経 費

令和6年度 ～ 令和11年度 671,810

35 移住定住促進企画・運営支援業務委託 令和6年度 ～ 令和9年度

10
10
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№ 事　　　　　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　　度　　額

千円

67,477

38
放課後こどもの居場所事業運営業務委託
（ 学 童 保 育 部 分 ）

令和6年度 ～ 令和8年度 57,706

37 戸 籍 氏 名 振 り 仮 名 記 載 業 務 委 託 令和7年度 ～ 令和8年度

47,228

40
学童保育館指定管理者制度に伴う管理経費
（ 小 山 第 一 小 学 童 保 育 館 他 28 館 ）

令和6年度 ～ 令和7年度 288,404

39
学童保育館指定管理者制度に伴う管理経費
（ 乙 女 小 第 三 学 童 保 育 館 、
羽 川 西 小 学 童 保 育 館 ）

令和6年度 ～ 令和7年度

4,070

42 出井保育所整備敷地内障害物移設工事 令和6年度 ～ 令和7年度 4,000

41 小山第一小学童保育館空調機改修工事 令和6年度 ～ 令和7年度

54,000

44
城 北 児 童 セ ン タ ー
指 定 管 理 者 制 度 に 伴 う 管 理 経 費

令和6年度 ～ 令和9年度 54,000

43
駅 南 児 童 セ ン タ ー
指 定 管 理 者 制 度 に 伴 う 管 理 経 費

令和6年度 ～ 令和9年度

2,318,000

46
小 山 市 勤 労 者 総 合 福 祉 セ ン タ ー
指 定 管 理 者 制 度 に 伴 う 管 理 経 費

令和6年度 ～ 令和9年度 48,000

45 ご み 収 集 運 搬 業 務 委 託 令和6年度 ～ 令和9年度

1111
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№ 事　　　　　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　　度　　額

千円

49 生 活 道 路 舗 装 修 繕 事 業 （ 工 事 ） 令和6年度 ～ 令和7年度 7,000

56 小学校教師用教科書及び指導書購入 令和6年度 ～ 令和7年度 15,247

47 市 道 等 維 持 管 理 包 括 業 務 委 託 令和6年度 ～ 令和7年度 100,000

48 市 道 補 修 事 業 （ 工 事 ） 令和6年度 ～ 令和7年度 25,000

50
（ 仮 称 ） 小 山 駅 西 口 駅 前 地 区
市 街 地 再 開 発 事 業 化 検 討 調 査 及 び
事 業 推 進 計 画 作 成 業 務 委 託

令和6年度 ～ 令和7年度 10,000

51
小 山 市 土 地 開 発 公 社 事 業 に よ る
公 共 用 地 等 の 取 得 事 業
（ 都 市 計 画 道 路 整 備 事 業 用 地 ）

令和6年度 ～ 令和10年度 41,700

52
小 山 市 土 地 開 発 公 社
事 業 資 金 借 入 金 の 債 務 保 証
（ 都 市 計 画 道 路 整 備 事 業 用 地 ）

令和6年度 ～ 令和10年度 41,700

53
小 山 市 土 地 開 発 公 社 事 業 に よ る
公 共 用 地 等 の 取 得 事 業
（（仮称）文化の森整備事業用地）

令和6年度 ～ 令和10年度 732,918

54
小 山 市 土 地 開 発 公 社
事 業 資 金 借 入 金 の 債 務 保 証
（（仮称）文化の森整備事業用地）

令和6年度 ～ 令和10年度 732,918

55 公園緑地管理業務委託（幼児公園） 令和6年度 ～ 令和7年度 33,000

1212
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№ 事　　　　　　　　　　項 期　　　　　　　間 限　　度　　額

千円

57 羽 川 小 学 校 特 別 教 室 棟 の 賃 貸 借 令和6年度 ～ 令和18年度 176,220

60 小 山 第 二 中 学 校 受 水 槽 更 新 工 事 令和6年度 ～ 令和7年度 36,000

61
放課後こどもの居場所事業運営業務委託
（ 放 課 後 子 ど も 教 室 部 分 ）

令和6年度 ～ 令和8年度 61,360

62 小 学 校 給 食 調 理 場 空 調 機 の 賃 貸 借 令和6年度 ～ 令和12年度 225,000

59 中学校教師用教科書及び指導書購入 令和6年度 ～ 令和7年度 37,478

令和6年度 ～ 令和7年度 36,00058 小 山 城 北 小 学 校 受 水 槽 更 新 工 事

63
小 学 校 給 食 調 理 業 務 委 託
（小山第一小共同調理場他4調理場）

令和6年度 ～ 令和9年度 534,329

64 中 学 校 給 食 調 理 場 空 調 機 の 賃 貸 借 令和6年度 ～ 令和12年度 90,000

65
中 学 校 給 食 調 理 業 務 委 託
（ 大 谷 共 同 調 理 場 他 2 調 理 場 ）

令和6年度 ～ 令和9年度 352,700

66
有 料 体 育 施 設
指 定 管 理 者 制 度 に 伴 う 管 理 経 費

令和6年度 ～ 令和11年度 775,000

1313
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2　変　更

限度額 限度額

千円 千円

～
令和
7年度

41,588 ～
令和
7年度

43,178一般健診・追加健診等業務委託
令和
6年度

173,327

令和
6年度

令和
6年度

18

№ 事　　　　項
変　　更　　前 変　　更　　後

期　間 期　間

17 が ん 検 診 業 務 委 託
令和
6年度

～
令和
7年度

～
令和
7年度

188,993

14
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1 変　更

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円   年 千円   年
3.5% 3.5%
以内 以内

普通貸借 普通貸借
12 排 水 対 策 事 業 584,100 又は 632,100 又は

証券発行 証券発行

第５表　  地　方　債　補　正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。ただ
し、市財政
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限を延長
し、短縮
し、若しく
は繰上償
還、又は借
換えするこ
とができ
る。

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。ただ
し、市財政
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限を延長
し、短縮
し、若しく
は繰上償
還、又は借
換えするこ
とができ
る。

（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率）

（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率）
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　　　　　　　　　　　　歳入歳出補正予算事項別明細書
１．歳　入

13. 分担金及び負担金 766,759 △98,064 668,695

 1. 負　担　金 766,759 △98,064 668,695

 2. 民生費負担金 337,596 △98,064 239,532

15. 国庫支出金 12,336,702 445,966 12,782,668

 1. 国庫負担金 8,874,714 423,766 9,298,480

 1. 民生費国庫負担金 8,837,780 422,682 9,260,462

 2. 衛生費国庫負担金 7,684 1,084 8,768

 2. 国庫補助金 3,423,244 22,200 3,445,444

 5. 土木費国庫補助金 793,739 22,200 815,939

16. 県　支　出　金 5,811,489 159,539 5,971,028

 1. 県　負　担　金 3,670,813 86,463 3,757,276

 1. 民生費県負担金 3,642,178 85,921 3,728,099

 2. 衛生費県負担金 2,013 542 2,555

 2. 県　補　助　金 1,522,429 73,076 1,595,505

 1. 総務費県補助金 80,691 25,500 106,191

 2. 民生費県補助金 492,121 14,799 506,920

 3. 衛生費県補助金 370,826 △10,395 360,431

 4. 農林水産業費県補助金 340,840 43,172 384,012

18. 寄　付　金 3,000,223 2,301,000 5,301,223

 1. 寄　付　金 3,000,223 2,301,000 5,301,223

 1. 総務費寄付金 3,000,220 2,300,000 5,300,220

 5. 商工費寄付金 0 1,000 1,000

19. 繰　入　金 3,308,161 422,648 3,730,809

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目

1616

0123456789



（単位　千円）

節   

 2. 児童福祉費負担 △98,064 ○保育所保護者負担金（市立分） △27,615

金 ○保育所保護者負担金（民間分） △70,449

 1. 社会福祉費負担 1,229 ○特別障がい者手当等負担金

金

 2. 児童福祉費負担 253,336 ○認定こども園等施設型給付費負担金

金

 5. 児童手当負担金 168,117 ○児童手当負担金

 1. 養育医療費負担 1,084 ○養育医療費負担金

金

 2. 河川費補助金 22,200 ○総合流域防災事業交付金

 2. 児童福祉費負担 163,972 ○保育所運営費負担金（市立分） 4,988

金 ○認定こども園等施設型給付費負担金 158,984

 4. 児童手当県負担 △78,051 ○児童手当県負担金

金

 1. 養育医療費県負 542 ○養育医療費県負担金

担金

 1. 総務管理費補助 25,500 ○移住支援事業費補助金

金

 2. 児童福祉費補助 2,299 ○保育施設等物価高騰対策事業費補助金

金

 3. 重度心身障害者 12,500 ○重度心身障がい者医療費補助金

医療費補助金

 2. こども妊産婦医 △10,395 ○こども医療費補助金

療費補助金

 1. 農業費補助金 43,172 ○農業水利施設省エネルギー化推進事業補助金 20,000

○水田麦・大豆産地生産性向上事業補助金 23,172

 1. 総務費寄付金 2,300,000 ○小山評定ふるさと応援寄付金

 1. 商工費寄附金 1,000 ○商工振興寄付金

区 分 金 額
説 明

1717
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(繰　入　金)

 1. 基金繰入金 3,307,150 422,648 3,729,798

 1. 財政調整基金繰入金 1,021,039 422,648 1,443,687

20. 繰　越　金 655,141 800,178 1,455,319

 1. 繰　越　金 655,141 800,178 1,455,319

 1. 繰　越　金 655,141 800,178 1,455,319

21. 諸　収　入 3,364,265 2,296 3,366,561

 5. 雑　　入 585,767 2,296 588,063

 6. 雑　　入 585,743 2,296 588,039

22. 市　　債 5,575,500 48,000 5,623,500

 1. 市　　債 5,575,500 48,000 5,623,500

 4. 土　木　債 2,237,500 48,000 2,285,500

73,569,849 4,081,563 77,651,412歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目

1818

0123456789



節   

 1. 財政調整基金繰 422,648 ○財政調整基金繰入金

入金

 1. 前年度繰越金 800,178 ○前年度繰越金

 1. 総務費雑入 600 ○小山市移住支援金返還金

 2. 民生費雑入 599 ○認定こども園等施設型給付費過年度返還金 597

  2

 3. 衛生費雑入 1,097 ○後期高齢者健診事業負担金

 1. 道路橋梁債 48,000 ○排水対策事業債

金 額
説 明

○補助金に係る消費税の仕入控除税額確定に伴う返還金

区 分

1919
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２．歳　出

　款　　項　　目

 1. 議　会　費 425,722 △1,500 424,222 △1,500

 1. 議　会　費 425,722 △1,500 424,222 △1,500

 1. 議　会　費 425,722 △1,500 424,222 △1,500

補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源
補 正前 の額

2020

0123456789



 1. 議会費 （単位　千円）

節       

 2. 給 料 △1,000 ○職員給与費　

 4. 共 済 費 △500

区 分 金 額
説 明

2121

0123456789



　款　　項　　目

 2. 総　務　費 11,626,636 2,621,050 14,247,686 2,325,950 295,100

 1. 総務管理費 10,152,144 2,563,598 12,715,742 2,325,950 237,648

 1. 一般管理費 3,070,016 221,015 3,291,031 221,015

 7. 企画調整費 4,164,079 2,339,225 6,503,304 2,325,950 13,275

 8. 市民会館費 139,411 1,958 141,369 1,958

 9. 災害対策費 167,145 1,400 168,545 1,400

 2. 徴　税　費 518,858 19,950 538,808 19,950

 1. 税務総務費 400,101 19,700 419,801 19,700

 2. 賦課徴収費 118,757 250 119,007 250

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

2222

0123456789



 2. 総務費

節       

特定財源内訳

県支出金 25,500 寄付金 2,300,000

諸収入 450

特定財源内訳

県支出金 25,500 寄付金 2,300,000

諸収入 450

 1. 報 酬 40,530 ○報酬　 40,530 

 2. 給 料 97,000 外国人相談員（会計年度任用職員） 230     

 3. 職 員 手 当 等 55,600 会計年度任用職員　 40,300     

 4. 共 済 費 6,000 ○特別職・一般職給与費　 158,600 

18. 負 担 金 補 助 21,885 ○退職手当組合負担金 17,000 

及 び 交 付 金 ○市民交流施設関係費 4,885 

間々田市民交流センター管理運営事業費 1,529     

小山城南市民交流センター管理運営事業費 1,833     

まちなか交流センター管理運営事業費 399     

桑市民交流センター管理運営事業費 1,124     

特定財源内訳

県支出金 25,500 寄付金 2,300,000

諸収入 450

 1. 報 酬 △1,225 ○報酬　 △1,225 

11. 役 務 費 116,641 地域おこし協力隊員（会計年度任用職員）　

12. 委 託 料 1,033,359 ○小山評定ふるさと応援事業費 1,150,000 

18. 負 担 金 補 助 40,000 ○小山評定ふるさと応援基金積立金 1,150,000 

及 び 交 付 金 ○移住定住促進事業費 40,450 

22. 償 還 金 利 子 450

及 び 割 引 料

24. 積 立 金 1,150,000

10. 需 用 費 1,958 ○市民会館管理運営費

 2. 給 料 △700 ○職員給与費　

 3. 職 員 手 当 等 2,100

 2. 給 料 11,500 ○職員給与費　

 3. 職 員 手 当 等 8,700

 4. 共 済 費 △500

 1. 報 酬 250 ○報酬　 250 

区 分 金 額
説 明

2323
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　款　　項　　目

(徴　税　費)

(賦課徴収費)

 3. 戸籍住民基本台帳 664,251 25,502 689,753 25,502

費

 1. 戸籍住民基本台 664,251 25,502 689,753 25,502

帳費

 4. 選　挙　費 219,970 6,500 226,470 6,500

 1. 選挙管理委員会 28,258 6,500 34,758 6,500

費

 5. 統計調査費 33,167 4,650 37,817 4,650

 1. 統計調査総務費 18,615 4,650 23,265 4,650

 6. 監査委員費 38,246 850 39,096 850

 1. 監査委員費 38,246 850 39,096 850

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

2424

0123456789



 2. 総務費

節       

納税相談員（会計年度任用職員）　

 2. 給 料 9,000 ○職員給与費　 17,600 

 3. 職 員 手 当 等 12,600 ○戸籍氏名振り仮名記載事業費 7,902 

 4. 共 済 費 △4,000

12. 委 託 料 7,902

 2. 給 料 5,200 ○職員給与費　

 3. 職 員 手 当 等 500

 4. 共 済 費 800

 2. 給 料 4,000 ○職員給与費　

 4. 共 済 費 650

 2. 給 料 400 ○職員給与費　

 3. 職 員 手 当 等 350

 4. 共 済 費 100

区 分 金 額
説 明

2525

0123456789



　款　　項　　目

 3. 民　生　費 26,541,641 916,344 27,457,985 425,739 490,605

 1. 社会福祉費 10,289,101 126,410 10,415,511 13,729 112,681

 1. 社会福祉総務費 1,914,742 9,956 1,924,698 9,956

 2. 人権推進費 39,712 1,300 41,012 1,300

 3. 国民年金事務費 48,112 △900 47,212 △900

 4. 身体障がい者福 225,768 5,070 230,838 1,229 3,841

祉費

 5. 老人福祉費 2,449,757 8,159 2,457,916 8,159

 7. 老人保健対策費 1,984,333 52,825 2,037,158 52,825

 8. 重度心身障がい 342,320 50,000 392,320 12,500 37,500

者医療対策費

 2. 児童福祉費 13,636,401 740,627 14,377,028 412,010 328,617

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

2626
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 3. 民生費

節       

特定財源内訳

分担金及び負担金 △98,064 国庫支出金 422,682

県支出金 100,720 諸収入 401

特定財源内訳

国庫支出金 1,229 県支出金 12,500

 1. 報 酬 410 ○報酬　 410 

 2. 給 料 △3,500 隣保事業生活相談員（会計年度任用職員）　 270     

 3. 職 員 手 当 等 △800 生活保護就労支援相談員（会計年度任用職員）　 140     

 4. 共 済 費 △1,700 ○職員給与費　 △6,000 

22. 償 還 金 利 子 4,926 ○国民健康保険特別会計繰出金 10,620 

及 び 割 引 料 ○国県負担金等過年度償還金 4,926 

27. 繰 出 金 10,620

 2. 給 料 500 ○職員給与費　

 3. 職 員 手 当 等 600

 4. 共 済 費 200

 2. 給 料 △900 ○職員給与費　

特定財源内訳

国庫支出金 1,229

 1. 報 酬 430 ○報酬　 430 

 3. 職 員 手 当 等 3,000 障がい支援区分認定調査員（会計年度任用職員）　

19. 扶 助 費 1,640 ○職員給与費 3,000 

○特別障がい者手当等 1,640 

 2. 給 料 3,300 ○職員給与費　 4,900 

 3. 職 員 手 当 等 1,400 ○介護保険特別会計繰出金 3,259 

 4. 共 済 費 200

27. 繰 出 金 3,259

18. 負 担 金 補 助 43,325 ○後期高齢者医療療養給付費 43,325 

及 び 交 付 金 ○後期高齢者医療特別会計繰出金 9,500 

27. 繰 出 金 9,500

特定財源内訳

県支出金 12,500

19. 扶 助 費 50,000 ○重度心身障がい者医療費助成事業費

特定財源内訳

分担金及び負担金 △98,064 国庫支出金 421,453

区 分 金 額
説 明

2727
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　款　　項　　目

 1. 児童福祉総務費 4,138,106 186,176 4,324,282 91,525 94,651

 2. ひとり親家庭福 613,640 2,510 616,150 2,510

祉費

 3. 保　育　所　費 1,982,489 20,700 2,003,189 △22,627 43,327

 4. 児童福祉施設費 5,322,963 531,241 5,854,204 343,112 188,129

 3. 生活保護費 2,616,139 49,307 2,665,446 49,307

 1. 生活保護総務費 175,639 49,307 224,946 49,307

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

2828
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 3. 民生費

節       

県支出金 88,220 諸収入 401

特定財源内訳

国庫支出金 168,117 県支出金 △76,993

諸収入 401

 1. 報 酬 1,000 ○報酬　 1,000 

 2. 給 料 39,000 家庭相談員（会計年度任用職員）　

 3. 職 員 手 当 等 16,500 ○職員給与費　 66,500 

 4. 共 済 費 11,000 ○児童手当給付費 12,015 

18. 負 担 金 補 助 1,058 ○国県負担金等過年度償還金 105,603 

及 び 交 付 金 ○学童保育クラブ燃料費等支援金 621 

19. 扶 助 費 12,015 ○認可外保育施設燃料費等支援金 437 

22. 償 還 金 利 子 105,603

及 び 割 引 料

 1. 報 酬 2,510 ○報酬　 2,510 

母子・父子自立支援員（会計年度任用職員）　

特定財源内訳

分担金及び負担金 △27,615 県支出金 4,988

 1. 報 酬 △5,300 ○報酬　 △5,300 

 2. 給 料 23,500 会計年度任用職員　

 3. 職 員 手 当 等 4,500 ○職員給与費　 28,000 

 4. 共 済 費 △2,000 ○職員給与費（会計年度任用職員） △2,000 

特定財源内訳

分担金及び負担金 △70,449 国庫支出金 253,336

県支出金 160,225

12. 委 託 料 280,000 ○民間保育所入所委託料 280,000 

18. 負 担 金 補 助 251,241 ○認定こども園等施設型給付事業費 250,000 

及 び 交 付 金 ○民間保育所等燃料費等支援金 1,241 

 1. 報 酬 210 ○報酬　 210 

 2. 給 料 △4,500 生活保護面接相談員（会計年度任用職員）　

 3. 職 員 手 当 等 2,500 ○職員給与費　 △5,500 

 4. 共 済 費 △3,500 ○国庫負担金等過年度償還金 54,597 

22. 償 還 金 利 子 54,597

及 び 割 引 料

区 分 金 額
説 明

2929
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　款　　項　　目

 4. 衛　生　費 6,943,258 138,066 7,081,324 6,828 131,238

 1. 保健衛生費 6,109,113 133,343 6,242,456 6,828 126,515

 1. 保健衛生総務費 3,848,749 31,400 3,880,149 31,400

 2. 保健指導費 423,324 30,130 453,454 1,097 29,033

 5. 環境衛生費 86,915 16,500 103,415 14,500 2,000

 7. こども妊産婦医 860,426 55,313 915,739 △8,769 64,082

療対策費

 2. 清　掃　費 834,145 4,723 838,868 4,723

 1. 清掃総務費 834,145 4,723 838,868 4,723

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

3030
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 4. 衛生費

節       

特定財源内訳

国庫支出金 1,084 県支出金 △9,853

繰入金 14,500 諸収入 1,097

特定財源内訳

国庫支出金 1,084 県支出金 △9,853

繰入金 14,500 諸収入 1,097

 2. 給 料 16,000 ○職員給与費　

 3. 職 員 手 当 等 15,400

特定財源内訳

諸収入 1,097

 1. 報 酬 130 ○報酬　 130 

12. 委 託 料 30,000 健康増進事業訪問指導員（会計年度任用職員）　 250     

母子保健訪問指導員（会計年度任用職員）　 △150     

母子心理相談員（会計年度任用職員）　 △350     

育児支援家庭訪問員（会計年度任用職員）　 380     

○健康増進事業費 30,000 

生活習慣病集団検診費 15,000     

女性がん個別検診費 15,000     

特定財源内訳

繰入金 14,500

12. 委 託 料 500 ○共同水道事業費 2,000 

14. 工 事 請 負 費 14,000 ○ドッグラン整備事業費 14,500 

18. 負 担 金 補 助 2,000

及 び 交 付 金

特定財源内訳

国庫支出金 1,084 県支出金 △9,853

19. 扶 助 費 55,313 ○こども医療費助成事業費 50,000 

○不妊治療費助成事業費 2,313 

○養育医療費助成事業費 3,000 

 1. 報 酬 530 ○報酬　 530 

 2. 給 料 500 不法投棄監視員（会計年度任用職員）　 330     

 3. 職 員 手 当 等 1,900 路上喫煙等防止指導員（会計年度任用職員）　 200     

14. 工 事 請 負 費 1,100 ○職員給与費　 2,400 

17. 備 品 購 入 費 693 ○環境美化推進事業費 1,793 

区 分 金 額
説 明

3131

0123456789



　款　　項　　目

 5. 労　働　費 77,380 460 77,840 460

 1. 労　働　諸　費 77,380 460 77,840 460

 2. 勤労者総合福祉 34,509 460 34,969 460

センター費

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

3232

0123456789



 5. 労働費

節       

18. 負 担 金 補 助 460 ○管理運営費

及 び 交 付 金

区 分 金 額
説 明

3333

0123456789



　款　　項　　目

 6. 農林水産業費 1,438,435 41,430 1,479,865 28,672 12,758

 1. 農　業　費 1,418,568 41,430 1,459,998 28,672 12,758

 2. 農業総務費 538,169 △2,800 535,369 △14,500 11,700

 3. 農業振興費 179,051 24,230 203,281 23,172 1,058

 5. 農　地　費 647,326 20,000 667,326 20,000 0

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

3434

0123456789



 6. 農林水産業費

節       

特定財源内訳

県支出金 43,172 繰入金 △14,500

特定財源内訳

県支出金 43,172 繰入金 △14,500

特定財源内訳

繰入金 △14,500

 2. 給 料 △300 ○職員給与費　 11,700 

 3. 職 員 手 当 等 13,000 ○道の駅思川運営事業費 △14,500 

 4. 共 済 費 △1,000

14. 工 事 請 負 費 △14,500

特定財源内訳

県支出金 23,172

18. 負 担 金 補 助 24,230 ○水田麦・大豆産地生産性向上事業費 23,172 

及 び 交 付 金 ○イノシシ農業被害等対策事業費 1,058 

特定財源内訳

県支出金 20,000

18. 負 担 金 補 助 20,000 ○農業水利施設運営費物価高騰対策支援事業費

及 び 交 付 金

区 分 金 額
説 明

3535

0123456789



　款　　項　　目

 7. 商　工　費 3,372,304 86,295 3,458,599 1,000 85,295

 1. 商　工　費 3,372,304 86,295 3,458,599 1,000 85,295

 1. 商工総務費 161,103 10,545 171,648 10,545

 2. 商業振興費 2,768,946 70,000 2,838,946 70,000

 3. 工業振興費 368,635 4,750 373,385 4,750

 4. 観　光　費 73,620 1,000 74,620 1,000 0

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

3636

0123456789



 7. 商工費

節       

特定財源内訳

寄付金 1,000

特定財源内訳

寄付金 1,000

 1. 報 酬 △355 ○報酬　 △355 

 2. 給 料 7,200 消費生活センター相談員（会計年度任用職員）　

 3. 職 員 手 当 等 3,700 ○職員給与費　 10,900 

18. 負 担 金 補 助 70,000 ○ロブレ再生事業費

及 び 交 付 金

18. 負 担 金 補 助 4,750 ○中小企業ＳＢＴ認定取得支援事業費

及 び 交 付 金

特定財源内訳

寄付金 1,000

18. 負 担 金 補 助 1,000 ○観光振興イベント事業費

及 び 交 付 金

区 分 金 額
説 明

3737

0123456789



　款　　項　　目

 8. 土　木　費 8,183,512 75,220 8,258,732 70,200 5,020

 1. 土木管理費 475,328 5,000 480,328 5,000

 1. 土木総務費 325,665 △1,700 323,965 △1,700

 3. 建築指導費 129,663 6,700 136,363 6,700

 2. 道路橋梁費 1,799,228 10,700 1,809,928 10,700

 1. 道路橋梁総務費 256,301 6,800 263,101 6,800

 3. 道路新設改良費 781,390 3,900 785,290 3,900

 3. 河　川　費 1,159,893 66,600 1,226,493 70,200 △3,600

 1. 河川総務費 1,159,893 66,600 1,226,493 70,200 △3,600

 4. 都市計画費 4,572,962 △7,780 4,565,182 △7,780

 1. 都市計画総務費 1,108,358 △15,280 1,093,078 △15,280

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

3838

0123456789



 8. 土木費

節       

特定財源内訳

国庫支出金 22,200 市債 48,000

 2. 給 料 △1,700 ○職員給与費　

 3. 職 員 手 当 等 3,500

 4. 共 済 費 △3,500

 2. 給 料 3,400 ○職員給与費　

 3. 職 員 手 当 等 2,400

 4. 共 済 費 900

 2. 給 料 4,100 ○職員給与費

 3. 職 員 手 当 等 2,700

 2. 給 料 2,700 ○職員給与費　

 3. 職 員 手 当 等 700

 4. 共 済 費 500

14. 工 事 請 負 費 6,200

16. 公 有 財 産 △800

購 入 費

21. 補償補填及び △5,400

賠 償 金

特定財源内訳

国庫支出金 22,200 市債 48,000

特定財源内訳

国庫支出金 22,200 市債 48,000

12. 委 託 料 △3,000 ○排水強化対策事業費（豊穂川整備事業）

14. 工 事 請 負 費 △33,000 ○排水強化対策事業費（準用河川整備事業） 66,600 

16. 公 有 財 産 1,592

購 入 費

18. 負 担 金 補 助 15,408

及 び 交 付 金

21. 補償補填及び 85,600

賠 償 金

 1. 報 酬 320 ○報酬 320 

 2. 給 料 △9,600 地域おこし協力隊（会計年度任用職員）

区 分 金 額
説 明

3939

0123456789



　款　　項　　目

(都市計画費)

(都市計画総務

費)

 6. 公　園　費 963,868 7,500 971,368 7,500

 5. 住　宅　費 176,101 700 176,801 700

 1. 住宅管理費 176,101 700 176,801 700

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

4040

0123456789



 8. 土木費

節       

 3. 職 員 手 当 等 △2,500 ○職員給与費 △15,600 

 4. 共 済 費 △3,500

 2. 給 料 4,400 ○職員給与費

 3. 職 員 手 当 等 2,200

 4. 共 済 費 900

 2. 給 料 400 ○職員給与費

 3. 職 員 手 当 等 250

 4. 共 済 費 50

区 分 金 額
説 明

4141

0123456789



　款　　項　　目

 9. 消　防　費 2,378,013 60,450 2,438,463 60,450

 1. 消　防　費 2,378,013 60,450 2,438,463 60,450

 1. 常備消防費 1,923,471 60,450 1,983,921 60,450

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

4242

0123456789



 9. 消防費

節       

 2. 給 料 21,000 ○職員給与費

 3. 職 員 手 当 等 40,950

 4. 共 済 費 △1,500

区 分 金 額
説 明

4343

0123456789



　款　　項　　目

10. 教　育　費 6,209,298 143,748 6,353,046 143,748

 1. 教育総務費 1,284,400 51,152 1,335,552 51,152

 2. 事　務　局　費 486,966 49,292 536,258 49,292

 3. 教育振興費 793,852 1,860 795,712 1,860

 2. 小　学　校　費 1,286,758 13,402 1,300,160 13,402

 1. 学校管理費 939,534 13,402 952,936 13,402

 3. 中　学　校　費 747,220 9,268 756,488 9,268

 1. 学校管理費 419,590 9,268 428,858 9,268

 4. 社会教育費 1,014,285 24,600 1,038,885 24,600

 1. 社会教育総務費 140,372 3,000 143,372 3,000

 3. 図　書　館　費 383,805 △1,700 382,105 △1,700

 4. 教育文化振興費 181,896 17,700 199,596 17,700

 5. 博　物　館　費 89,018 6,100 95,118 6,100

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

4444

0123456789



10. 教育費

節       

 2. 給 料 20,000 ○特別職・一般職給与費 33,000 

 3. 職 員 手 当 等 11,000 ○退職手当組合負担金 1,200 

 4. 共 済 費 2,000 ○小中学校樹木管理事業費 15,092 

12. 委 託 料 15,092

18. 負 担 金 補 助 1,200

及 び 交 付 金

 1. 報 酬 1,860 ○報酬 1,860 

不登校適応指導教室相談員（会計年度任用職員） 620     

幼児ことばの教室指導員（会計年度任用職員） 920     

スクールソーシャルワーカー（会計年度任用職員） 320     

 2. 給 料 3,800 ○職員給与費 4,750 

 3. 職 員 手 当 等 550 ○標準運営費 8,652 

 4. 共 済 費 400

17. 備 品 購 入 費 8,652

 2. 給 料 3,600 ○職員給与費 4,100 

 4. 共 済 費 500 ○標準運営費 5,168 

17. 備 品 購 入 費 5,168

 1. 報 酬 1,400 ○報酬 1,400 

 3. 職 員 手 当 等 2,900 社会教育指導員（会計年度任用職員）

 4. 共 済 費 △1,300 ○職員給与費 1,600 

 3. 職 員 手 当 等 △500 ○職員給与費

 4. 共 済 費 △1,200

 2. 給 料 9,000 ○職員給与費

 3. 職 員 手 当 等 5,200

 4. 共 済 費 3,500

 2. 給 料 3,000 ○職員給与費

区 分 金 額
説 明

4545

0123456789



　款　　項　　目

(社会教育費)

(博物館費)

 6. 青　少　年　費 81,652 3,400 85,052 3,400

 8. 美　術　館　費 68,141 △3,900 64,241 △3,900

 5. 保健体育費 1,876,635 45,326 1,921,961 45,326

 1. 保健体育総務費 157,148 3,700 160,848 3,700

 2. 小学校給食費 644,156 17,496 661,652 17,496

 3. 中学校給食費 292,552 13,108 305,660 13,108

 4. 体育施設費 501,239 11,022 512,261 11,022

73,569,849 4,081,563 77,651,412 2,858,389 1,223,174歳 出 合 計

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

4646

0123456789



10. 教育費

節       

 3. 職 員 手 当 等 2,000

 4. 共 済 費 1,100

 1. 報 酬 1,000 ○報酬 1,000 

 2. 給 料 800 青少年相談員（会計年度任用職員） 900     

 3. 職 員 手 当 等 1,500 青少年主任相談員（会計年度任用職員） 100     

 4. 共 済 費 100 ○職員給与費 2,400 

 2. 給 料 △1,000 ○職員給与費

 3. 職 員 手 当 等 △1,300

 4. 共 済 費 △1,600

 2. 給 料 2,300 ○職員給与費

 3. 職 員 手 当 等 900

 4. 共 済 費 500

 2. 給 料 △1,000 ○職員給与費 △1,000 

10. 需 用 費 18,496 ○給食管理運営費 18,496 

10. 需 用 費 13,108 ○給食管理運営費

18. 負 担 金 補 助 11,022 ○有料体育施設管理事業費

及 び 交 付 金

特定財源内訳

分担金及び負担金 △98,064 国庫支出金 445,966

県支出金 159,539 寄付金 2,301,000

繰入金 0 諸収入 1,948

市債 48,000

区 分 金 額
説 明

4747

0123456789
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（単位　千円）

一般

期間 金額 期間 金額 国・県 地方債 その他 財源

188,993 － ～ 188,993 367 － － 188,626

43,178 － ～ 43,178 11,005 － 919 31,254

106,000 － ～ 106,000 － － － 106,000

90,000 － ～ 90,000 － － － 90,000

91,000 － ～ 91,000 － － － 91,000

103,950 － ～ 103,950 － － － 103,950

9,037 － ～ 9,037 － － － 9,037

3,208 － ～ 3,208 － － － 3,208

令和
9年度

間 々 田 市 民 交 流 セ ン タ ー
指定管理者制度に伴う管理経費

一般健診・追加健診等業務委託18

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降の

支出（見込）額

左　の　財　源　内　訳

支 出 予 定 額 特　定　財　源

29

№

小山城南市民交流センター
指定管理者制度に伴う管理経費

令和
6年度

令和
6年度

令和
9年度

令和
6年度

令和
9年度

令和
6年度

令和
7年度

令和
6年度

令和
7年度

33
お ー ラ ジ 小 山 市 提 供 番 組
放 送 等 業 務 委 託

令和
6年度

令和
7年度

31
小山市まちなか交流センター
指定管理者制度に伴う管理経費

令和
6年度

令和
11年度

32 おやま行政テレビ放送業務委託

令和
6年度

令和
7年度

28

17 が ん 検 診 業 務 委 託

桑 市 民 交 流 セ ン タ ー
指定管理者制度に伴う管理経費

30

4949

0123456789



（単位　千円）

一般

期間 金額 期間 金額 国・県 地方債 その他 財源

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降の

支出（見込）額

左　の　財　源　内　訳

支 出 予 定 額 特　定　財　源№

12,000 － ～ 12,000 － 12,000 － －

6,648 － ～ 6,648 － － － 6,648

671,810 － ～ 671,810 － － － 671,810

67,477 － ～ 67,477 － － － 67,477

57,706 － ～ 57,706 33,374 － 7,644 16,688

47,228 － ～ 47,228 31,485 － － 15,743

288,404 － ～ 288,404 192,269 － － 96,135

4,070 － ～ 4,070 － － － 4,070

34
旧 延 島 小 学 校 屋 内 運 動 場
防 水 改 修 工 事

令和
6年度

令和
7年度

37 戸籍氏名振り仮名記載業務委託

令和
7年度

令和
8年度

38
放課後こ ど も の居場所事業
運営業務委託（学童保育部分）

令和
6年度

令和
8年度

35
移 住 定 住 促 進 企 画 ・
運 営 支 援 業 務 委 託

令和
6年度

令和
9年度

36
中 央 市 民 会 館
指定管理者制度に伴う管理経費

令和
6年度

令和
11年度

41
小 山 第 一 小 学 童 保 育 館
空 調 機 改 修 工 事

令和
6年度

令和
7年度

39
学童保育館指定管理者制度
に伴う管理経費（乙女小第三学童
保育館、羽川西小学童保育館）

令和
6年度

令和
7年度

40
学童保育館指定管理者制度
に伴う管理経費（小山第一小
学 童 保 育 館 他 28 館 ）

令和
6年度

令和
7年度

50

50

0123456789



（単位　千円）

一般

期間 金額 期間 金額 国・県 地方債 その他 財源

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降の

支出（見込）額

左　の　財　源　内　訳

支 出 予 定 額 特　定　財　源№

4,000 － ～ 4,000 － － － 4,000

54,000 － ～ 54,000 － － － 54,000

54,000 － ～ 54,000 － － － 54,000

2,318,000 － ～ 2,318,000 － － － 2,318,000

48,000 － ～ 48,000 － － － 48,000

100,000 － ～ 100,000 － － － 100,000

25,000 － ～ 25,000 － 22,500 － 2,500

7,000 － ～ 7,000 － 6,300 － 700

42
出 井 保 育 所 整 備 敷 地 内
障 害 物 移 設 工 事

令和
6年度

令和
7年度

45 ご み 収 集 運 搬 業 務 委 託

46
小山市勤労者総合福祉センター
指定管理者制度に伴う管理経費

令和
6年度

令和
9年度

43
駅 南 児 童 セ ン タ ー
指定管理者制度に伴う管理経費

令和
6年度

令和
9年度

44
城 北 児 童 セ ン タ ー
指定管理者制度に伴う管理経費

令和
6年度

令和
9年度

令和
6年度

令和
9年度

49 生活道路舗装修繕事業（工事）

令和
6年度

令和
7年度

47 市道等維持管理包括業務委託

令和
6年度

令和
7年度

48 市 道 補 修 事 業 （ 工 事 ）

令和
6年度

令和
7年度

51

51

0123456789



（単位　千円）

一般

期間 金額 期間 金額 国・県 地方債 その他 財源

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降の

支出（見込）額

左　の　財　源　内　訳

支 出 予 定 額 特　定　財　源№

10,000 － ～ 10,000 － － － 10,000

41,700 － ～ 41,700 － － － 41,700

41,700 － ～ 41,700 － － － 41,700

732,918 － ～ 732,918 － － － 732,918

732,918 － ～ 732,918 － － － 732,918

33,000 － ～ 33,000 － － － 33,000

15,247 － ～ 15,247 － － － 15,247

176,220 － ～ 176,220 － － － 176,220

50
（仮称）小山駅西口駅前地区市街
地再開発事業化検討調査及び
事業推進計画作成業務委託

令和
6年度

令和
7年度

51
小山市土地開発公社事業による
公 共 用 地 等 の 取 得 事 業
（都市計画道路整備事業用地）

令和
6年度

令和
10年度

52
小山市土地開発公社事業資金
借 入 金 の 債 務 保 証
（都市計画道路整備事業用地）

令和
6年度

令和
10年度

53
小山市土地開発公社事業による
公共用地等の取得事業（（仮称）
文 化 の 森 整 備 事 業 用 地 ）

令和
6年度

令和
10年度

令和
10年度

55
公 園 緑 地 管 理 業 務 委 託
（ 幼 児 公 園 ）

令和
6年度

令和
7年度

56
小 学 校 教 師 用 教 科 書 及 び
指 導 書 購 入

令和
6年度

令和
7年度

57
羽 川 小 学 校
特 別 教 室 棟 の 賃 貸 借

令和
6年度

令和
18年度

54
小山市土地開発公社事業資金
借入金の債務保証（ （仮称 ）
文 化 の 森 整 備 事 業 用 地 ）

令和
6年度

52

52

0123456789



（単位　千円）

一般

期間 金額 期間 金額 国・県 地方債 その他 財源

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降の

支出（見込）額

左　の　財　源　内　訳

支 出 予 定 額 特　定　財　源№

36,000 － ～ 36,000 － 27,000 － 9,000

37,478 － ～ 37,478 － － － 37,478

36,000 － ～ 36,000 － 27,000 － 9,000

61,360 － ～ 61,360 － － － 61,360

225,000 － ～ 225,000 － － － 225,000

534,329 － ～ 534,329 － － － 534,329

90,000 － ～ 90,000 － － － 90,000

352,700 － ～ 352,700 － － － 352,70065
中 学 校 給 食 調 理 業 務 委 託
（大谷共同調理場他2調理場）

令和
6年度

令和
9年度

59
中 学 校 教 師 用 教 科 書 及 び
指 導 書 購 入

令和
6年度

令和
7年度

63
小 学 校 給 食 調 理 業 務 委 託
（ 小 山 第 一 小 共 同 調 理 場
他 4 調 理 場 ）

令和
6年度

令和
9年度

64
中 学 校 給 食 調 理 場
空 調 機 の 賃 貸 借

令和
6年度

令和
12年度

61
放課後こ ど も の居場所事業
運 営 業 務 委 託
（ 放 課 後 子 ど も 教 室 部 分 ）

令和
6年度

令和
8年度

62
小 学 校 給 食 調 理 場
空 調 機 の 賃 貸 借

令和
6年度

令和
12年度

58
小 山 城 北 小 学 校
受 水 槽 更 新 工 事

令和
6年度

令和
7年度

60
小 山 第 二 中 学 校
受 水 槽 更 新 工 事

令和
6年度

令和
7年度

53

53

0123456789



（単位　千円）

一般

期間 金額 期間 金額 国・県 地方債 その他 財源

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降の

支出（見込）額

左　の　財　源　内　訳

支 出 予 定 額 特　定　財　源№

775,000 － ～ 775,000 － － － 775,00066
有 料 体 育 施 設
指定管理者制度に伴う管理経費

令和
6年度

令和
11年度

54

54

0123456789



令和６年度  地方債現在高の見込に関する調書

(単位 千円)

令和４年度末 令和５年度末 令和６年度末

現 在 高 現 在 高 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現在高見込額

 １　普    通    債 42,721,854 44,649,869 5,241,900 3,250,030 46,641,739

(1) 総 務 12,583,998 13,233,527 330,100 380,320 13,183,307

(2) 民 生 410,688 510,335 449,500 16,148 943,687

(3) 衛 生 1,098,307 1,014,957 2,500 123,817 893,640

(4) 労 働 45,400 45,400 0 2,840 42,560

(5) 農 林 水 産 業 2,102,139 2,000,774 325,600 392,276 1,934,098

(6) 土 木 18,250,440 19,136,327 2,957,400 1,654,715 20,439,012

(7) 消 防 1,560,861 1,625,271 271,300 333,379 1,563,192

(8) 教 育 6,670,021 7,083,278 905,500 346,535 7,642,243

351,725 286,768 0 65,004 221,764

(1) 農 林 水 産 業 35,908 30,737 0 5,174 25,563

(2) 土 木 301,872 244,649 0 57,265 187,384

(3) 教 育 13,945 11,382 0 2,565 8,817

 3  そ    の    他 14,890,726 13,343,267 1,460,000 2,706,126 12,097,141

(1) 150,798 86,214 0 47,790 38,424

(2) 0 0 0 0 0

(3) 803,700 790,980 0 35,017 755,963

(4) 13,936,228 12,466,073 1,460,000 2,623,319 11,302,754

57,964,305 58,279,904 6,701,900 6,021,160 58,960,644

臨時財政対策債

合   計

区             分
令 和 ６ 年 度 中 増 減 見 込

 2  災  害  復  旧  債

減 税 補 て ん 債

臨時税収補てん債

減 収 補 て ん 債

55
55

0123456789



議案第９０号 

 

令和６年度小山市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 

 

令和６年度小山市の国民健康保険特別会計補正予算（第１号）は、次に定める

ところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０，６２０千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１６，１６９，６２０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長  浅 野 正 富 

 

 

 

 

56
56

0123456789



　　　　　　　　　　第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳   入 (単位　千円)

款 項

 7 繰 入 金 1,180,110 10,620 1,190,730

 1 他 会 計 繰 入 金 1,180,110 10,620 1,190,730

16,159,000 10,620 16,169,620

歳   出 (単位　千円)

款 項

 1 総 務 費 257,729 9,590 267,319

 1 総 務 管 理 費 180,921 8,840 189,761

 2 徴 税 費 74,170 750 74,920

 5 保 健 事 業 費 134,436 1,030 135,466

 1
特 定 健 康 診 査 ・
特 定 保 健 指 導 費

73,725 760 74,485

 2 保 健 事 業 費 60,711 270 60,981

16,159,000 10,620 16,169,620歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

5757

0123456789



　　　　　　　　　　　　歳入歳出補正予算事項別明細書
１．歳　入

 7. 繰　入　金 1,180,110 10,620 1,190,730

 1. 他会計繰入金 1,180,110 10,620 1,190,730

 1. 一般会計繰入金 1,180,110 10,620 1,190,730

16,159,000 10,620 16,169,620歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目

5858

0123456789



（単位　千円）

節   

 4. 職員給与費繰入 10,620 ○職員給与費繰入金

金

説 明
区 分 金 額

5959

0123456789



２．歳　出

　款　　項　　目

 1. 総　務　費 257,729 9,590 267,319 9,590 0

 1. 総務管理費 180,921 8,840 189,761 8,840 0

 1. 一般管理費 177,381 8,840 186,221 8,840 0

 2. 徴　税　費 74,170 750 74,920 750 0

 1. 賦課徴収費 74,170 750 74,920 750 0

 5. 保健事業費 134,436 1,030 135,466 1,030 0

 1. 特定健康診査・特 73,725 760 74,485 760 0

定保健指導費

 1. 特定健康診査・ 73,725 760 74,485 760 0

特定保健指導費

 2. 保健事業費 60,711 270 60,981 270 0

 1. 保健衛生普及費 28,318 270 28,588 270 0

16,159,000 10,620 16,169,620 10,620 0歳 出 合 計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

6060

0123456789



（単位　千円）

節       

特定財源内訳

繰入金 9,590

特定財源内訳

繰入金 8,840

特定財源内訳

繰入金 8,840

 1. 報 酬 340 ○報酬 340 

 2. 給 料 3,200 会計年度任用職員

 3. 職員手当等 4,300 ○職員給与費 8,500 

 4. 共 済 費 1,000

特定財源内訳

繰入金 750

特定財源内訳

繰入金 750

 1. 報 酬 750 ○報酬 750 

納税相談員（会計年度任用職員）

特定財源内訳

繰入金 1,030

特定財源内訳

繰入金 760

特定財源内訳

繰入金 760

 1. 報 酬 760 ○報酬 760 

会計年度任用職員

特定財源内訳

繰入金 270

特定財源内訳

繰入金 270

 1. 報 酬 270 ○報酬 270 

訪問看護指導員（会計年度任用職員）

特定財源内訳

繰入金 10,620

区 分 金 額
説 明

6161

0123456789



議案第９１号 

 

令和６年度小山市介護保険特別会計補正予算（第２号） 

 

令和６年度小山市の介護保険特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４，３４０千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１２，３４１，８６３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長  浅 野 正 富 

 

 

 

62
62

0123456789



　　　　　　　　　　第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳   入 (単位　千円)

款 項

 4 国 庫 支 出 金 2,299,027 419 2,299,446

 2 国 庫 補 助 金 299,865 419 300,284

 5 支 払 基 金 交 付 金 3,088,905 127 3,089,032

 1 支 払 基 金 交 付 金 3,088,905 127 3,089,032

 6 県 支 出 金 1,675,591 219 1,675,810

 3 県 補 助 金 104,235 219 104,454

 9 繰 入 金 2,117,224 3,575 2,120,799

 1 一 般 会 計 繰 入 金 2,011,828 3,259 2,015,087

 2 基 金 繰 入 金 105,396 316 105,712

12,337,523 4,340 12,341,863

歳   出 (単位　千円)

款 項

 1 総 務 費 384,232 3,040 387,272

 3 介護認定審査会費 150,555 3,040 153,595

 5 地 域 支 援 事 業 費 699,952 1,300 701,252

 1
介護予防・生活支
援サービス事業費

411,751 470 412,221

 3
包括的支援事業・
任 意 事 業 費

245,770 830 246,600

12,337,523 4,340 12,341,863歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

6363

0123456789



　　　　　　　　　　　　歳入歳出補正予算事項別明細書
１．歳　入

 4. 国庫支出金 2,299,027 419 2,299,446

 2. 国庫補助金 299,865 419 300,284

 2. 地域支援事業交付金（介護予防・日常生 95,379 99 95,478

活支援総合事業）

 3. 地域支援事業交付金（介護予防・日常生 94,622 320 94,942

活支援総合事業以外）

 5. 支払基金交付金 3,088,905 127 3,089,032

 1. 支払基金交付金 3,088,905 127 3,089,032

 2. 地域支援事業支援交付金 122,630 127 122,757

 6. 県　支　出　金 1,675,591 219 1,675,810

 3. 県　補　助　金 104,235 219 104,454

 1. 地域支援事業交付金（介護予防・日常生 56,773 59 56,832

活支援総合事業）

 2. 地域支援事業交付金（介護予防・日常生 47,311 160 47,471

活支援総合事業以外）

 9. 繰　入　金 2,117,224 3,575 2,120,799

 1. 一般会計繰入金 2,011,828 3,259 2,015,087

 2. 地域支援事業繰入金（介護予防・日常生 56,773 59 56,832

活支援総合事業）

 3. 地域支援事業繰入金（介護予防・日常生 47,311 160 47,471

活支援総合事業以外）

 5. その他一般会計繰入金 385,082 3,040 388,122

 2. 基金繰入金 105,396 316 105,712

 1. 介護保険給付基金繰入金 105,396 316 105,712

12,337,523 4,340 12,341,863歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目

6464

0123456789



（単位　千円）

節   

 1. 現年度分 99 ○現年度分

 1. 現年度分 320 ○現年度分

 1. 現年度分 127 ○現年度分

 1. 現年度分 59 ○現年度分

 1. 現年度分 160 ○現年度分

 1. 現年度分 59 ○現年度分

 1. 現年度分 160 ○現年度分

 1. 職員給与費繰入 3,040 ○職員給与費繰入金

金

 1. 介護保険給付基 316 ○介護保険給付基金繰入金

金繰入金

説 明
区 分 金 額

6565

0123456789



２．歳　出

　款　　項　　目

 1. 総　務　費 384,232 3,040 387,272 3,040 0

 3. 介護認定審査会費 150,555 3,040 153,595 3,040 0

 1. 介護認定審査会 20,530 340 20,870 340 0

費

 2. 認定調査等費 130,025 2,700 132,725 2,700 0

 5. 地域支援事業費 699,952 1,300 701,252 984 316

 1. 介護予防・生活支 411,751 470 412,221 344 126

援サービス事業費

 2. 介護予防ケアマ 42,681 470 43,151 344 126

ネジメント事業

費

 3. 包括的支援事業・ 245,770 830 246,600 640 190

任意事業費

 6. 認知症総合支援 13,118 830 13,948 640 190

事業費

12,337,523 4,340 12,341,863 4,024 316歳 出 合 計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

6666

0123456789



（単位　千円）

節       

特定財源内訳

繰入金 3,040

特定財源内訳

繰入金 3,040

特定財源内訳

繰入金 340

 1. 報 酬 340 ○報酬 340 

会計年度任用職員

特定財源内訳

繰入金 2,700

 1. 報 酬 2,700 ○報酬 2,700 

介護認定調査員（会計年度任用職員）

特定財源内訳

国庫支出金 419 県支出金 219

繰入金 219 支払基金交付金 127

特定財源内訳

国庫支出金 99 県支出金 59

繰入金 59 支払基金交付金 127

特定財源内訳

国庫支出金 99 県支出金 59

繰入金 59 支払基金交付金 127

 1. 報 酬 470 ○報酬　 470 

会計年度任用職員

特定財源内訳

国庫支出金 320 県支出金 160

繰入金 160

特定財源内訳

国庫支出金 320 県支出金 160

繰入金 160

 1. 報 酬 830 ○報酬　 830 

認知症地域支援推進員（会計年度任用職員）

特定財源内訳

国庫支出金 419 県支出金 219

繰入金 3,259 支払基金交付金 127

区 分 金 額
説 明

6767

0123456789



議案第９２号 

 

令和６年度小山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） 

 

令和６年度小山市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定め

るところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ９，５００千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２，５３０，５００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富 
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　　　　　　　　　　第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳   入 (単位　千円)

款 項

 4 繰 入 金 582,715 9,500 592,215

 1 一 般 会 計 繰 入 金 582,715 9,500 592,215

2,521,000 9,500 2,530,500

歳   出 (単位　千円)

款 項

 1 総 務 費 80,378 9,500 89,878

 1 総 務 管 理 費 61,486 6,500 67,986

 2 徴 収 費 18,892 3,000 21,892

2,521,000 9,500 2,530,500歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

6969

0123456789



　　　　　　　　　　　　歳入歳出補正予算事項別明細書
１．歳　入

 4. 繰　入　金 582,715 9,500 592,215

 1. 一般会計繰入金 582,715 9,500 592,215

 1. 一般会計繰入金 582,715 9,500 592,215

2,521,000 9,500 2,530,500歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目

7070

0123456789



（単位　千円）

節   

 3. 職員給与費繰入 9,500 ○職員給与費繰入金

金

説 明
区 分 金 額

7171

0123456789



２．歳　出

　款　　項　　目

 1. 総　務　費 80,378 9,500 89,878 9,500 0

 1. 総務管理費 61,486 6,500 67,986 6,500 0

 1. 一般管理費 61,486 6,500 67,986 6,500 0

 2. 徴　収　費 18,892 3,000 21,892 3,000 0

 1. 賦課徴収費 18,892 3,000 21,892 3,000 0

2,521,000 9,500 2,530,500 9,500 0歳 出 合 計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

7272

0123456789



（単位　千円）

節       

特定財源内訳

繰入金 9,500

特定財源内訳

繰入金 6,500

特定財源内訳

繰入金 6,500

 2. 給 料 4,400 ○職員給与費 6,350 

 3. 職員手当等 1,300 ○退職手当組合負担金 150 

 4. 共 済 費 650

18. 負担金補助 150

及び交付金

特定財源内訳

繰入金 3,000

特定財源内訳

繰入金 3,000

 2. 給 料 2,200 ○職員給与費

 3. 職員手当等 500

 4. 共 済 費 300

特定財源内訳

繰入金 9,500

区 分 金 額
説 明

7373

0123456789



議案第９３号 

 

令和６年度小山市栃木県南地方卸売市場特別会計補正予算（第１号） 

 

令和６年度小山市の栃木県南地方卸売市場特別会計補正予算（第１号）は、次

に定めるところによる。 

 

（債務負担行為の補正） 

第１条 債務負担行為の追加は、「第１表 債務負担行為補正」による。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長  浅 野 正 富 
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1　追　加

№ 事　　　　　　　　　　項

千円

第１表　　債務負担行為補正

期　　　　　　　間 限　　度　　額

1 青 果 冷 蔵 庫 設 備 更 新 事 業 令和6年度 ～ 令和7年度 20,383

75
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（単位　千円）

一般

期間 金額 期間 金額 国・県 地方債 その他 財源

20,383 － ～ 20,383 － － 6,808 13,575

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降の

支出（見込）額

左　の　財　源　内　訳

支 出 予 定 額 特　定　財　源№

令和
6年度

令和
7年度

1 青 果 冷 蔵 庫 設 備 更 新 事 業

7676

0123456789



議案第９４号 

 

令和６年度小山市公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第１号） 

 

令和６年度小山市の公共用地先行取得事業特別会計補正予算（第１号）は、次

に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，４００千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１４３，７００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富 
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　　　　　　　　　　第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳   入 (単位　千円)

款 項

 3 市 債 132,200 2,400 134,600

 1 市 債 132,200 2,400 134,600

141,300 2,400 143,700

歳   出 (単位　千円)

款 項

 1 公共用地先行取得費 132,300 2,400 134,700

 1 公共用地先行取得費 132,300 2,400 134,700

141,300 2,400 143,700歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

7878

0123456789



1 変　更

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

千円   年 千円   年
3.5% 3.5%
以内 以内

公 共 用 地 普通貸借 普通貸借
1 132,200 又は 134,600 又は
先 行 取 得 事 業 証券発行 証券発行

第２表　  地　方　債　補　正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。ただ
し、市財政
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限を延長
し、短縮
し、若しく
は繰上償
還、又は借
換えするこ
とができ
る。

　政府資金
について
は、その融
資条件によ
り、銀行そ
の他の場合
にはその債
権者と協定
するものに
よる。ただ
し、市財政
の都合によ
り据置期間
及び償還期
限を延長
し、短縮
し、若しく
は繰上償
還、又は借
換えするこ
とができ
る。

（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率）

（ただ
し、利率
見直し方
式で借り
入れる資
金につい
て、利率
の見直し
を行った
後におい
ては当該
見直し後
の利率）
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　　　　　　　　　　　　歳入歳出補正予算事項別明細書
１．歳　入

 3. 市　　債 132,200 2,400 134,600

 1. 市　　債 132,200 2,400 134,600

 1. 公共用地先行取得事業債 132,200 2,400 134,600

141,300 2,400 143,700歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目

8080

0123456789



（単位　千円）

節   

 1. 公共用地先行取 2,400 ○公共用地先行取得事業債

得事業債

説 明
区 分 金 額

8181

0123456789



２．歳　出

　款　　項　　目

 1. 公共用地先行取得費 132,300 2,400 134,700 2,400 0

 1. 公共用地先行取得 132,300 2,400 134,700 2,400 0

費

 1. 公共用地先行取 132,300 2,400 134,700 2,400 0

得費

141,300 2,400 143,700 2,400 0歳 出 合 計

補正前の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源

8282

0123456789



（単位　千円）

節       

特定財源内訳

市債 2,400

特定財源内訳

市債 2,400

特定財源内訳

市債 2,400

16. 公 有 財 産 2,400 ○公共用地先行取得費

購 入 費

特定財源内訳

市債 2,400

区 分 金 額
説 明

8383

0123456789



（単位　千円）

前 々 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 み 起 債 見 込 額 元 金 償 還 見 込 額 現 在 高 見 込 額

22,240 13,320 134,600 8,920 139,000

区             分
当 該 年 度 中 増 減 見 込

公 共 用 地 先 行
取 得 事 業 債

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末

及び当該年度末における現在高の見込に関する調書

84
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（　総         則　）

第１条  令和６年度小山市水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（収益的収入及び支出）

第２条  予算第３条に定めた収益的支出の予定額を、次のとおり補正する。

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （　計　）

第１款 千円

第１項 千円

　　令和６年１１月２８日提出

小山市長  浅野　正富

支 出

2,798,697

2,910,680 千円 9,270 千円

2,789,427 千円 9,270 千円営 業 費 用

2,919,950水 道 事 業 費 用

議案第９５号

令和６年度  小山市水道事業会計補正予算（第１号）

85
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（単位 千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 水 道 事 業 2,910,680 9,270 2,919,950

費 用 １ 営 業 費 用 2,789,427 9,270 2,798,697

2 配 水 及 び

給 水 費
393,950 9,270 403,220

        支          出

款 項 目

[予算に関する説明書]

　令和６年度小山市水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

86

86

0123456789



単位　千円
項　　　目 令和６年度

Ⅰ　営業活動によるキャッシュフロー

　１当期純利益 106,322

　２非資金項目の調整

　　・減価償却費 876,121

　　・引当金の増・減（△）額 1,677

　　・有形固定資産除却費 12,300

　　・長期前受金戻入 △ 120,121

　３営業活動による資産及び負債の増減

　　・未収金の増（△）・減額 45,919

　　・貯蔵品の増（△）・減額 2,737

　　・前払金の減・増（△）額 0

　　・その他流動資産の増（△）・減額 0

　　・未払金の増・減（△）額　 △ 16,320

　　・前受金の増・減（△）額 0

　　・その他流動負債の増・減（△）額 0

　４営業活動以外の損益項目

　　・受取利息（△） △ 100

　　・支払利息 58,251

■小計 966,786

　　・受取利息 100

　　・支払利息（△） △ 58,251

　　・固定資産売却損 3

■■営業活動によるキャッシュフロー（計） 908,638

Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー

　　・建設改良費（△） △ 2,664,661

　　・固定資産の売却による収入 2

　　・補助金等の収入 38,200

　　・補助金等の返還（△） △ 1

　　・一般会計出資金 53,530

　　・工事負担金等の収入 25,348

　　・他会計貸付金による支出（△） △ 1

　　・他会計貸付金の返還による収入 1

　　・その他投資支出（△） 0

■■投資活動によるキャッシュフロー（計） △ 2,547,582

Ⅲ  財務活動によるキャッシュフロー

　　・一時貸付金による支出（△） △ 1,500,000

　　・一時貸付金の返還による収入 1,500,000

　　・企業債による収入 1

　　・企業債の償還による支出（△） △ 453,589

■■財務活動によるキャッシュフロー（計） △ 453,588

Ⅳ  現金及び現金同等物の増加額 △ 2,092,532

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高 7,845,069

Ⅵ  現金及び現金同等物の期末残高 5,752,537

令和６年度　小山市水道事業予定キャッシュフロー計算書
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千円 千円 千円 千円

１

⑴

イ 土 地 698,201

ロ 建 物 1,335,158

減価償却累計額 △ 1,021,428 313,730

ハ 構 築 物 30,189,370

減価償却累計額 △ 16,547,274 13,642,096

ニ 機 械 及 び 装 置 9,081,451

減価償却累計額 △ 6,187,352 2,894,099

ホ 車 輌 運 搬 具 25,951

減価償却累計額 △ 24,273 1,678

ヘ 工具器具及び備品 132,065

減価償却累計額 △ 120,501 11,564

ト 建 設 仮 勘 定 1,046,544

18,607,912

⑵

イ ダ ム 使 用 権 2,474,744

ロ 電信電話専用施設利用権 0

ハ 電 話 加 入 権 794

ニ 橋梁下施設利用権 6,057

2,481,595

21,089,507

２

⑴ 5,752,537

⑵ 490,441

貸 倒 引 当 金 △ 17,827 472,614

⑶ 37,100

⑷ 3,510

6,265,761

27,355,268

未 収 金

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

現 金 預 金

　令和６年度　小山市水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

　　　　　　資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
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千円 千円

３

⑴ 2,230,373

⑵ 0

⑶ 0

2,230,373

４

⑴ 425,277

⑵ 0

⑶ 676,930

⑷ 16,983

⑸ 4,354

1,123,544

５

⑴ 6,349,829

⑵ △ 3,896,758

2,453,071

5,806,988

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

そ の 他 流 動 負 債

未 払 金

　　　　　　負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

他 会 計 借 入 金

引 当 金

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

他 会 計 借 入 金

引 当 金

8989
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千円 千円 千円

６

⑴ 16,395,703

16,395,703

７

⑴

イ 負 担 金 147,832

ロ 寄 付 金 100

ハ 補 助 金 237,307

ニ 受贈財産評価額 432,848

818,087

⑵

イ 減 債 積 立 金 147,183

ロ 利 益 積 立 金 238,907

ハ 建設改良積立金 3,101,054

ニ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 847,346

4,334,490

5,152,577

21,548,280

27,355,268

資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

　　　　　　資　本　の　部

9090
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( 総　  　則 )

第１条  令和６年度小山市下水道事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

(収益的収入及び支出)

第２条  予算第３条に定めた収益的支出の予定額を、次のとおり補正する。

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （　計　）

第１款 千円

第１項 千円

(資本的収入及び支出)

第３条  

（科　　　目） （既決予定額） （補正予定額） （　計　）

第１款 千円

第１項 千円

(利益剰余金の処分)

第４条  予算第１２条を削除する。

　　令和６年１１月２８日提出

小山市長  浅野　正富

建 設 改 良 費

議案第９６号

令和６年度  小山市下水道事業会計補正予算（第１号）

公 共 下 水 道 事 業 費 用 4,076,212 千円 5,350 千円 4,081,562

3,748,777 千円 5,350 千円 3,754,127

5,852,703 6,700 千円 5,859,403

千円 6,7003,667,215 千円 3,673,915

過年度分損益勘定留保資金 445,814千円、当年度分損益勘定留保資金 796,652千円」に改め、

資本的支出の予定額を次のとおり補正する。

千円

当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額48,000千円、減債積立金 365,548千円、

 支        出

 支        出

営 業 費 用

公共下水道事業資本的支出

予算第４条本文括弧書中 「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 1,808,428千

円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 85,980千円、当年度分消費税及び地方

消費税資本的収支調整額 51,188千円、過年度分損益勘定留保資金 247,014千円、当年度分損益勘定

留保資金 1,202,561千円、繰越利益剰余金処分額 221,685千円」 を、「資本的収入額が資本的支出額に

対し不足する額 1,815,128千円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 159,114千円、
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（単位 千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 公 共 下 水 道 4,076,212 5,350 4,081,562

事 業 費 用 １ 営 業 費 用 3,748,777 5,350 3,754,127

１ 汚 水

管 渠 費

2 汚 水 中 継
ポンプ場及び
処 理 場 費

（単位 千円）

既決予定額 補正予定額 計 備　考

１ 公 共 下 水 道 5,852,703 6,700 5,859,403

事 業 １ 建 設 3,667,215 6,700 3,673,915

資 本 的 支 出 改 良 費 ５ 建 設

総 係 費

117,274総 係 費５

129,933123,233

119,4342,160

6,700

          支          出

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款

款 項 目

項 目

[予算に関する説明書]

　令和６年度小山市下水道事業会計補正予算（第１号）実施計画

資 本 的 収 入 及 び 支 出

927,468 2,880

112,198

930,348

310 112,508

        支          出
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単位　千円
項　　　目 令和６年度

Ⅰ　営業活動によるキャッシュフロー

　１当期純利益 113,021

　２非資金項目の調整

　　・減価償却費 2,622,796

　　・引当金の増・減（△）額 3,830

　　・有形固定資産除却費 9,796

　　・長期前受金戻入 △ 1,299,714

　３営業活動による資産及び負債の増減

　　・未収金の増（△）・減額 △ 72,388

　　・貯蔵品の増（△）・減額 0

　　・前払金の減・増（△）額 0

　　・その他流動資産の増（△）・減額 0

　　・未払金の増・減（△）額　 0

　　・前受金の増・減（△）額 0

　　・その他流動負債の増・減（△）額 0

　４営業活動以外の損益項目

　　・受取利息（△） △ 2

　　・支払利息 345,643

■小計 1,722,982

　　・受取利息 2

　　・支払利息（△） △ 345,643

　　・固定資産売却損 0

■■営業活動によるキャッシュフロー（計） 1,377,341

Ⅱ　投資活動によるキャッシュフロー

　　・建設改良費（△） △ 3,161,446

　　・固定資産の売却による収入 3

　　・補助金等の収入 1,310,818

　　・補助金等の返還（△） △ 183

　　・一般会計負担金及び補助金の収入 289,214

　　・工事負担金等の収入 22,210

　　・長期貸付金償還金の収入 60

　　・長期貸付金支出（△） 0

　　・その他投資支出（△） 0

■■投資活動によるキャッシュフロー（計） △ 1,539,324

Ⅲ  財務活動によるキャッシュフロー

　　・一時借入金による収入 1,500,000

　　・一時借入金の返済による支出（△） △ 1,500,000

　　・企業債による収入 2,669,600

　　・企業債の償還による支出（△） △ 2,519,141

■■財務活動によるキャッシュフロー（計） 150,459

Ⅳ  現金及び現金同等物の増加額 △ 11,524

Ⅴ  現金及び現金同等物の期首残高 2,173,282

Ⅵ  現金及び現金同等物の期末残高 2,161,758

令和６年度　小山市下水道事業予定キャッシュフロー計算書
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千円 千円 千円 千円

１

⑴

イ 土 地 1,121,286

ロ 建 物 3,276,702

減価償却累計額 △ 545,917 2,730,785

ハ 構 築 物 67,840,616

減価償却累計額 △ 11,969,806 55,870,810

ニ 機 械 及 び 装 置 9,331,181

減価償却累計額 △ 2,369,564 6,961,617

ホ 車 輌 運 搬 具 6,734

減価償却累計額 △ 2,890 3,844

ヘ 工具器具及び備品 38,444

減価償却累計額 △ 7,624 30,820

ト 建 設 仮 勘 定 2,342,082

69,061,244

⑵

イ 施 設 利 用 権 969,828

ロ 電 話 加 入 権 6,282

976,110

⑶

イ 長 期 貸 付 金 0

0

70,037,354

２

⑴ 2,161,758

⑵ 591,018

貸 倒 引 当 金 △ 21,442 569,576

⑶ 0

2,731,334

72,768,688

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

短 期 貸 付 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

無形固定資産合計

投 資

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

　令和６年度　小山市下水道事業予定貸借対照表

（令和７年３月３１日）

　　　　　　資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
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千円 千円

３

⑴ 26,094,269

⑵ 1,239,169

27,333,438

４

⑴ 2,399,465

⑵ 2,122,312

⑶ 12,239

⑷ 20

4,534,036

５

⑴ 42,458,447

⑵ △ 7,622,445

34,836,002

66,703,476

長 期 前 受 金

  長期前受金収益化累計額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

未 払 金

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

そ の 他 流 動 負 債

　　　　　　負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

長 期 未 払 金
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千円 千円 千円

６

⑴ 3,710,408

⑵ 1,167,426

4,877,834

７

⑴

イ 負 担 金 34,954

ロ 補 助 金 462,959

ハ 受贈財産評価額 210,896

708,809

⑵

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建設改良積立金 0

ニ
当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 478,569

478,569

1,187,378

6,065,212

72,768,688負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 金

自 己 資 本 金

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

　　　　　　資　本　の　部
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議案第９７号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理について 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を別紙の

とおり定める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）の施行により懲役及び

禁錮が廃止され、両刑を一元化した拘禁刑が創設されることに伴い、関係する条

例に所要の改正を行うため、提案するものである。 
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   刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

（小山市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例の一部改正） 

第１条 小山市職員の分限に関する手続及び効果に関する条例（昭和２９年条例第

１９号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(失職の特例) (失職の特例) 

第5条 任命権者は、禁錮以上の刑に処

せられた職員のうち、その刑に係る

罪が過失によるものであり、かつ、

その刑の執行を猶予された者につい

ては、情状により、当該職員がその

職を失わないものとすることができ

る。 

第5条 任命権者は、拘禁刑に処せられ

た職員のうち、その刑に係る罪が過

失によるものであり、かつ、その刑

の執行を猶予された者については、

情状により、当該職員がその職を失

わないものとすることができる。 

2 略 2 略 

（小山市職員の給与に関する条例の一部改正） 

第２条 小山市職員の給与に関する条例（昭和２９年条例第２５号）の一部を次の

ように改正する。 

改正前 改正後 

第17条の2 次の各号のいずれかに該当

する者には、前条第1項の規定にかか

わらず、当該各号の基準日に係る期

末手当(第4号に掲げる者にあって

は、その支給を一時差し止めた期末

手当)は、支給しない。 

第17条の2 次の各号のいずれかに該当

する者には、前条第1項の規定にかか

わらず、当該各号の基準日に係る期

末手当(第4号に掲げる者にあって

は、その支給を一時差し止めた期末

手当)は、支給しない。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 基準日前1箇月以内又は基準日

から当該基準日に対応する支給日

の前日までの間に離職した職員(前

(3) 基準日前1箇月以内又は基準日

から当該基準日に対応する支給日

の前日までの間に離職した職員(前
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2号に掲げる者を除く。)でその離

職した日から当該支給日の前日ま

での間に禁錮以上の刑に処せられ

たもの 

2号に掲げる者を除く。)でその離

職した日から当該支給日の前日ま

での間に拘禁刑以上の刑に処せら

れたもの 

(4) 次条第1項の規定により期末手

当の支給を一時差し止める処分を

受けた者(当該処分を取り消された

者を除く。)で、その者の在職期間

中の行為に係る刑事事件に関し禁

錮以上の刑に処せられたもの 

(4) 次条第1項の規定により期末手

当の支給を一時差し止める処分を

受けた者(当該処分を取り消された

者を除く。)で、その者の在職期間

中の行為に係る刑事事件に関し拘

禁刑以上の刑に処せられたもの 

第17条の3 任命権者又はその委任を受

けた者は、支給日に期末手当を支給

することとされていた職員で当該支

給日の前日までに離職したものが次

の各号のいずれかに該当する場合

は、当該期末手当の支給を一時差し

止めることができる。 

第17条の3 任命権者又はその委任を受

けた者は、支給日に期末手当を支給

することとされていた職員で当該支

給日の前日までに離職したものが次

の各号のいずれかに該当する場合

は、当該期末手当の支給を一時差し

止めることができる。 

(1) 離職した日から当該支給日の前

日までの間に、その者の在職期間

中の行為に係る刑事事件に関し

て、その者が起訴(当該起訴に係る

犯罪について禁錮以上の刑が定め

られているものに限り、刑事訴訟

法(昭和23年法律第131号)第6編に

規定する略式手続によるものを除

く。次項において同じ。)をされ、

その判決が確定していない場合 

(1) 離職した日から当該支給日の前

日までの間に、その者の在職期間

中の行為に係る刑事事件に関し

て、その者が起訴(当該起訴に係る

犯罪について拘禁刑以上の刑が定

められているものに限り、刑事訴

訟法(昭和23年法律第131号)第6編

に規定する略式手続によるものを

除く。第3項において同じ。)をさ

れ、その判決が確定していない場

合 

(2) 略 (2) 略 
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2 略 2 略 

3 任命権者又はその委任を受けた者

は、一時差止処分について、次の各

号のいずれかに該当するに至った場

合には、速やかに当該一時差止処分

を取り消さなければならない。ただ

し、第3号に該当する場合において、

一時差止処分を受けた者がその者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し現に逮捕されているときその他

これを取り消すことが一時差止処分

の目的に明らかに反すると認められ

るときは、この限りでない。 

3 任命権者又はその委任を受けた者

は、一時差止処分について、次の各

号のいずれかに該当するに至った場

合には、速やかに当該一時差止処分

を取り消さなければならない。ただ

し、第3号に該当する場合において、

一時差止処分を受けた者がその者の

在職期間中の行為に係る刑事事件に

関し現に逮捕されているときその他

これを取り消すことが一時差止処分

の目的に明らかに反すると認められ

るときは、この限りでない。 

(1) 一時差止処分を受けた者が当該

一時差止処分の理由となった行為

に係る刑事事件に関し禁錮以上の

刑に処せられなかった場合 

(1) 一時差止処分を受けた者が当該

一時差止処分の理由となった行為

に係る刑事事件に関し拘禁刑以上

の刑に処せられなかった場合 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 

4～6 略 4～6 略 

（小山市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正） 

第３条 小山市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和５０年条

例第７号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(欠格事由) (欠格事由) 

第5条 前条の規定にかかわらず、次の

各号のいずれかに該当する者は、団

員となることはできない。 

第5条 前条の規定にかかわらず、次の

各号のいずれかに該当する者は、団

員となることはできない。 

(1) 禁錮以上の刑に処せられ、その (1) 拘禁刑以上の刑に処せられ、そ
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執行を終わるまでの者又はその執

行を受けることがなくなるまでの

者 

の執行を終わるまでの者又はその

執行を受けることがなくなるまで

の者 

(2)・(3) 略 (2)・(3) 略 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

（小山市職員の給与に関する条例の一部改正に伴う経過措置） 

２ 刑法等の一部を改正する法律（令和４年法律第６７号）及び刑法等の一部を改

正する法律の施行に伴う関係法律の整理等に関する法律（令和４年法律第６８

号）並びにこの条例の施行前に犯した禁錮（刑法等の一部を改正する法律第２条

の規定による改正前の刑法（明治４０年法律第４５号）第１３条に規定する禁錮

をいう。）以上の刑（死刑を除く。）が定められている罪につき起訴をされた者

は、第２条の規定による改正後の小山市職員の給与に関する条例第１７条の３第

１項（第１号に係る部分に限る。）及び第３項（第３号に係る部分に限る。）の

規定の適用については、拘禁刑が定められている罪につき起訴をされた者とみな

す。 
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議案第９８号 

 

小山市出張所設置条例の一部改正等について 

 

小山市出張所設置条例の一部を改正する等の条例を別紙のとおり定める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

小山東出張所が栃木県小山庁舎内に移転することに伴い、所要の改正をするた

め、提案するものである。 
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小山市出張所設置条例の一部を改正する等の条例 

 （小山市出張所設置条例の一部改正） 

第１条 小山市出張所設置条例（昭和２９年条例第３号）の一部を次のように改正

する。 

改正前 改正後 

第2条 出張所の位置、名称及び所管区

域は、次のとおりとする。 

第2条 出張所の位置、名称及び所管区

域は、次のとおりとする。 

名称 位置 所管区域 

 略 

小山

市役

所小

山東

出張

所 

犬塚3丁

目1番地3 

 略 

 略 
 

名称 位置 所管区域 

 略 

小山

市役

所小

山東

出張

所 

犬塚3丁

目1番地1 

 略 

 略 
 

 （出張所会議室使用料条例の廃止） 

第２条 出張所会議室使用料条例（昭和４１年条例第３８号）は、廃止する。 

   附 則 

 この条例は、令和７年１月７日から施行する。ただし、第２条の規定は、公布の

日から施行する。 
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議案第９９号 

 

小山市学童保育館条例の一部改正について 

 

小山市学童保育館条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

令和７年度から、「乙女小第三学童保育館」を新設することに伴い、所要の改正を

するため、提案するものである。 
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小山市学童保育館条例の一部を改正する条例 

小山市学童保育館条例（平成１４年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

別表(第2条関係) 別表(第2条関係) 

名称 位置 

 略 

乙女小第二学童

保育館 

 略 

 略 
 

名称 位置 

 略 

乙女小第二学童

保育館 

 略 

乙女小第三学童

保育館 

小山市大字乙女1,954番

地 

 略 
 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１００号 

 

小山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支 

援等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定め 

る条例及び小山市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を 

定める条例の一部改正について 

 

小山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に係

る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例及び小山市地

域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例の一部を改正する条

例を別紙のとおり定める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

条例で地域包括支援センターの人員等の基準を定める際に、従うべきとされてい

る介護保険法施行規則に定める基準が改正され、地域包括支援センターの職員配置

基準が柔軟化されたことから、所要の改正を行うため、提案するものである。 
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小山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等

に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例及

び小山市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例の

一部を改正する条例 

（小山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援等に

係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例の一部改

正） 

第１条 小山市指定介護予防支援等の事業の人員及び運営並びに指定介護予防支援

等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準等を定める条例（平

成２７年条例第１９号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(指定介護予防支援の業務の委託) (指定介護予防支援の業務の委託) 

第15条 地域包括支援センターの設置

者である指定介護予防支援事業者

は、法第115条の23第3項の規定によ

り指定介護予防支援の一部を委託す

る場合は、次に掲げる事項を遵守し

なければならない。 

第15条 地域包括支援センターの設置

者である指定介護予防支援事業者

は、法第115条の23第3項の規定によ

り指定介護予防支援の一部を委託す

る場合は、次に掲げる事項を遵守し

なければならない。 

(1) 委託に当たっては、中立性及び

公正性の確保を図るため地域包括

支援センター運営協議会(介護保険

法施行規則第140条の66第1号ロ(2)

に規定する地域包括支援センター

運営協議会をいう。)の議を経るこ

と。 

(1) 委託に当たっては、中立性及び

公正性の確保を図るため地域包括

支援センター運営協議会(介護保険

法施行規則第140条の66第1号イに

規定する地域包括支援センター運

営協議会をいう。)の議を経るこ

と。 

(2)～(4) 略 (2)～(4) 略 

（小山市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例の一部

改正） 

第２条 小山市地域包括支援センターの人員及び運営に関する基準を定める条例
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（平成２７年条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

(趣旨) (趣旨) 

第1条 この条例は、介護保険法(平成9

年法律第123号。以下｢法｣という。)

第115条の46第4項の規定に基づき、

小山市地域包括支援センター(以下

｢包括支援センター｣という。)におけ

る包括的支援事業の実施に係る人員

等に関する基準を定めるものとす

る。 

第1条 この条例は、介護保険法(平成9

年法律第123号。以下｢法｣という。)

第115条の46第5項の規定に基づき、

小山市地域包括支援センター(以下

｢包括支援センター｣という。)におけ

る包括的支援事業の実施に係る人員

等に関する基準を定めるものとす

る。 

(基本方針) (基本方針) 

第3条 略 第3条 略 

2 包括支援センターは、小山市地域包

括支援センター運営協議会の意見を

踏まえて、適切、公正かつ中立な運

営を確保するものとする。 

2 包括支援センターは、小山市地域包

括支援センター運営協議会(本市が設

置する介護保険法施行規則(平成11年

厚生省令第36号。以下｢省令｣とい

う。)第140条の66第1号イに規定する

地域包括支援センター運営協議会を

いう。以下同じ。)の意見を踏まえ

て、適切、公正かつ中立な運営を確

保するものとする。 

(職員の員数) (職員の員数) 

第4条 一の包括支援センターが担当す

る区域における第1号被保険者の数が

おおむね3,000人以上6,000人未満ご

とに置くべき専らその職務に従事す

る常勤の職員の員数は、原則として

次のとおりとする。 

第4条 一の包括支援センターが担当す

る区域における第1号被保険者の数が

おおむね3,000人以上6,000人未満ご

とに置くべき専らその職務に従事す

る常勤の職員及びその員数(小山市地

域包括支援センター運営協議会が第1
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号被保険者の数及び包括支援センタ

ーの運営の状況を勘案して必要であ

ると認めるときは、常勤換算方法(当

該包括支援センターの職員の勤務延

時間数を当該包括支援センターにお

いて常勤の職員が勤務すべき時間数

で除することにより、当該包括支援

センターの職員の員数を常勤の職員

の員数に換算する方法をいう。)によ

ることができる。次項において同

じ。)は、原則として次のとおりとす

る。 

(1)・(2) 略 (1)・(2) 略 

(3) 主任介護支援専門員(省令第140

条の68第1項に規定する主任介護支

援専門員研修を修了した者をい

う。)その他これに準ずる者 1人 

(3) 主任介護支援専門員(省令第140

条の66第1号イ(3)に規定する主任

介護支援専門員をいう。)その他こ

れに準ずる者 1人 

 

 

 

 

  

2 前項の規定にかかわらず、小山市地

域包括支援センター運営協議会が包

括支援センターの効果的な運営に資

すると認めるときは、複数の包括支

援センターが担当する区域を一の区

域として、当該区域内の第1号被保険

者の数について、おおむね3,000人以

上6,000人未満ごとに同項各号に掲げ

る常勤の職員の員数を当該複数の包

括支援センターに配置することによ

り、当該区域内の一の包括支援セン

ターがそれぞれ同項の基準を満たす
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ものとする。この場合において、当

該区域内の一の包括支援センターに

置くべき常勤の職員及びその員数

は、同項各号に掲げる者のうちから2

人とする。 

2 前項の規定にかかわらず、地理的条

件その他の条件を勘案して特定の生

活圏域に一の包括支援センターを設

置することが必要であると小山市地

域包括支援センター運営協議会にお

いて認められた場合には、当該包括

支援センターの人員配置基準は、次

の表の左欄に掲げる担当する区域に

おける第1号被保険者の数に応じ、そ

れぞれ同表の右欄に定めるところに

よることができる。 

3 第1項の規定にかかわらず、地理的

条件その他の条件を勘案して特定の

生活圏域に一の包括支援センターを

設置することが必要であると小山市

地域包括支援センター運営協議会に

おいて認められた場合には、当該包

括支援センターの人員配置基準は、

次の表の左欄に掲げる担当する区域

における第1号被保険者の数に応じ、

それぞれ同表の右欄に定めるところ

によることができる。 

担当する区域にお

ける第1号被保険

者の数 

置くべき職員の員数 

おおむね1,000人

未満 

前項各号に掲げる者

のうちから1人又は2

人 

おおむね1,000人

以上2,000人未満 

前項各号に掲げる者

のうちから2人(うち

1人は専らその職務

に従事する常勤の職

員とする。) 

おおむね2,000人

以上3,000人未満 

専らその職務に従事

する常勤の前項第1

担当する区域にお

ける第1号被保険

者の数 

置くべき職員及びそ

の員数 

おおむね1,000人

未満 

第1項各号に掲げる

者のうちから1人又

は2人 

おおむね1,000人

以上2,000人未満 

第1項各号に掲げる

者のうちから2人(う

ち1人は専らその職

務に従事する常勤の

職員とする。) 

おおむね2,000人

以上3,000人未満 

専らその職務に従事

する常勤の第1項第1

110110

0123456789



 

号に掲げる者1人及

び専らその職務に従

事する常勤の同項第

2号又は第3号に掲げ

る者のいずれか1人 
 

号に掲げる者1人及

び専らその職務に従

事する常勤の同項第

2号又は第3号に掲げ

る者のいずれか1人 
 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第１０１号 

 

小山市同和対策集会所の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

 

小山市同和対策集会所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を別紙

のとおり定める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

網戸中坪集会所を中坪自治会に無償譲渡し、中里集会所及び堀の内集会所の用

途廃止を行うとともに、施設名称等を見直すことに伴い、所要の改正を行うた

め、提案するものである。 
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小山市同和対策集会所の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

小山市同和対策集会所の設置及び管理に関する条例（昭和５１年条例第３号）の

一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

小山市同和対策集会所の設置及

び管理に関する条例 

小山市集会所の設置及び管理に

関する条例 

(目的) (目的) 

第1条 この条例は、地方自治法(昭和

22年法律第67号)第244条の2の規定に

基づき、同和対策集会所(以下｢集会

所｣という。)の設置及び管理に関し

必要な事項を定めることを目的とす

る。 

第1条 この条例は、地方自治法(昭和

22年法律第67号)第244条の2の規定に

基づき、小山市集会所(以下｢集会所｣

という。)の設置及び管理に関し必要

な事項を定めることを目的とする。 

(設置) (設置) 

第2条 同和問題の根本的な解決及び基

本的人権が尊重される社会の構築に

資するため、住民の教養の向上、健

康の推進、生活文化の向上等を図る

場及び人権教育、人権啓発、人権意

識向上等の推進の場として、集会所

を設置する。 

第2条 基本的人権が尊重される社会の

構築に資するため、住民の教養の向

上、健康の推進、生活文化の向上等

を図る場及び人権教育、人権啓発、

人権意識向上等の推進の場として、

集会所を設置する。 

(名称及び位置) (名称、位置等) 

第3条 集会所の名称及び位置は、別表

のとおりとする。 

第3条 集会所の名称、位置等は、次の

表のとおりとする。 

 名称 位置 建設年度 

小山市立押切

集会所 

小山市大字押切

90番地1 

昭53 

 

(同和対策集会所運営委員会の設置) (小山市集会所運営委員会の設置) 
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第4条 集会所の運営に関し、必要な協

議を行うため、小山市同和対策集会

所運営委員会を置く。 

第4条 集会所の運営に関し、必要な協

議を行うため、小山市集会所運営委

員会を置く。 

(定数及び任期) (定数及び任期) 

第5条 委員の定数は、20人以内とす

る。 

第5条 委員の定数は、5人以内とす

る。 

2・3 略 2・3 略 

別表  

名称 所在地 建設

年度 

小山市立網戸中

坪集会所 

小山市大字網戸

714番地 

昭50 

小山市立中里集

会所 

小山市大字中里

1,039番地1 

昭51 

小山市立押切集

会所 

小山市大字押切

90番地1 

昭53 

小山市立堀の内

集会所 

小山市大字上泉

772番地 

昭53 

 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第３条、第５条第１項及び別表の

改正規定は、令和７年４月１日から施行する。 
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議案第１０２号 

 

指定管理者の指定について 

 

小山市まちなか交流センターの指定管理者を次のとおり指定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

 小山市まちなか交流センターの指定管理者を指定することについて、地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、提案するもので

ある。 

 

管理を行わせる 

公の施設の名称 
指定管理者となる団体の名称 指定の期間 

小山市まちなか交流

センター 

小山市宮本町三丁目 2番 17 号 

一般社団法人 カゼトツチ 

代表理事 古河 大輔 

令和７（2025）年 

4 月 1 日から 

令和 12（2030）年 

3 月 31 日まで 

(5 年間) 
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議案第１０３号 

 

指定管理者の指定について 

 

小山市小山城南市民交流センター、小山市間々田市民交流センター及び小山市桑

市民交流センターの指定管理者を次のとおり指定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富 

 

 

（提案理由） 

小山市小山城南市民交流センター、小山市間々田市民交流センター及び小山市

桑市民交流センターの指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、提案するものである。 

 

管理を行わせる 

公の施設の名称 
指定管理者となる団体の名称 指定の期間 

小山市小山城南 

市民交流センター 

小山市東城南４丁目１番地１２ 

あさひコミュニティ推進協議会 

会長 澤口 茂利 

令和 7(2025)年 

4 月 1 日から 

令和 10(2028)年 

3 月 31 日まで 

（3 年間） 

 

小山市間々田 

市民交流センター 

小山市大字間々田１９６０番地１ 

特定非営利活動法人 

コミュニティままだ  

理事長 知久 光男 

令和 7(2025)年 

4 月 1 日から 

令和 10(2028)年 

3 月 31 日まで 

（3 年間） 
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小山市桑 

市民交流センター 

小山市大字羽川３６５番地１５  

特定非営利活動法人 

げんきフォーラム桑 

代表理事 柿崎 全良 

令和 7(2025)年 

4 月 1 日から 

令和 10(2028)年 

3 月 31 日まで 

（3 年間） 
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議案第１０４号 

 

   指定管理者の指定について 

 

小山市学童保育館の指定管理者を次のとおり指定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

小山市学童保育館の指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定により、本議案を提案するものであ

る。 

 

 

管理を行わせる 

公の施設の名称 
指定管理者となる団体の名称 指定の期間 

小山城南小第二学童保育館 

小山城北小第二学童保育館 

若木小学童保育館 

絹義務教育学校学童保育館 

小山市大字神鳥谷 232 番地 

ファミール思川 103 号室 

特定非営利活動法人 

小山市学童保育の会 

理事長 大髙 芳子 

令和 7(2025)年 

4 月 1 日から 

令和 9(2027)年 

3 月 31 日まで 

（2年間） 

【仮称】乙女小第三学童保育館 

埼玉県さいたま市中央区大戸六丁目

１１番１８号 

特定非営利活動法人 三楽 

理事長 遠藤 めぐみ 

令和 7(2025)年 

4 月 1 日から 

令和 12(2030)年 

3 月 31 日まで 

（5年間） 

羽川西小学童保育館 

埼玉県さいたま市中央区大戸六丁目

１１番１８号 

特定非営利活動法人 三楽 

理事長 遠藤 めぐみ 

令和 7(2025)年 

4 月 1 日から 

令和 12(2030)年 

3 月 31 日まで 

（5年間） 
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議案第１０５号 

 

   指定管理者の指定について 

 

小山市駅南児童センター及び小山市城北児童センターの指定管理者を次のとおり

指定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

小山市駅南児童センター及び小山市城北児童センターの指定管理者を指定するこ

とについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定

により、本議案を提案するものである。 

 

 

管理を行わせる 

公の施設の名称 
指定管理者となる団体の名称 指定の期間 

小山市駅南児童センター  

小山市城北児童センター 

小山市駅南町一丁目１２番３２号 

特定非営利活動法人アデット 

理事長 古川 勉 

令和 7（2025）年 

4 月 1 日から 

令和 10（2028）年 

3 月 31 日まで 

（ 3 年間 ） 
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議案第１０６号  

 

   指定管理者の指定について 

 

小山市勤労者総合福祉センターの指定管理者を次のとおり指定する。  

 

令和６年１１月２８日提出  

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由）  

小山市勤労者総合福祉センターの指定管理者を指定することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第６項の規定によ

り、提案するものである。 

 

 

管理を行わせる 

公の施設の名称 
指定管理者となる団体の名称 指定の期間 

小山市勤労者総合

福祉センター 

栃木県小山市犬塚三丁目１番地２ 

一般財団法人 小山市勤労者共済 

サービスセンター 

理事長 遠藤 幸一 

令和 7(2025)年 

4 月 1 日から 

令和 10(2028)年 

3 月 31 日まで 

（3 年間） 
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議案第１０７号 

 

指定管理者の指定について 

 

小山市中央市民会館（小山市立文化センター・小山市立中央公民館）の指定管理

者を次のとおり指定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

小山市中央市民会館（小山市立文化センター・小山市立中央公民館）の指定管

理者を指定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第６項の規定により、提案するものである。 

 

 

管理を行わせる 

公の施設の名称 
指定管理者となる団体の名称 指定の期間 

小山市中央市民会館 

（小山市立文化セン

ター・小山市立中央公

民館） 

東京都千代田区三番町２番地 

小山市立文化センター運営共同事業体 

代表団体 

株式会社コンベンションリンケージ 

代表取締役 平位 博昭 

令和 7(2025)年 

4 月 1 日から 

令和 12（2030）年 

3 月 31 日まで 

（5 年間） 
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議案第１０８号 

 

指定管理者の指定について 

 

小山市都市公園内有料体育施設(小山運動公園、あけぼの公園、原之内公園、思川

緑地公園)の指定管理者を次のとおり指定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

（提案理由） 

 小山市都市公園内有料体育施設(小山運動公園、あけぼの公園、原之内公園、思

川緑地公園)の指定管理者を指定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２４４条の２第６項の規定により、提案するものである。 

 

管理を行わせる 

公の施設の名称 
指定管理者となる団体の名称 指定の期間 

小山市都市公園内有料

体育施設(小山運動公

園、あけぼの公園、原之

内公園、思川緑地公園) 

大阪府大阪市中央区北浜四丁目 

１番２３号 

ミズノスポーツサービス株式会社  

代表取締役 薬師寺 洋彰  

令和 7（2025）年 

4 月 1 日から 

令和 12（2030）年 

3 月 31 日 

（5 年間） 

 

122
122

0123456789



 

議案第１０９号 

 

地方独立行政法人新小山市民病院第４期中期目標の策定について 

 

地方独立行政法人新小山市民病院第４期中期目標を別紙のとおり定める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２５条の規定に基づき、地

方独立行政法人新小山市民病院が一定期間において達成すべき業務運営に関する中

期目標について定めるため、議会の議決を求めるものである。 
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地方独立行政法人新小山市民病院 第 4期中期目標 

前文  

地方独立行政法人新小山市民病院(以下｢法人｣という｡)は､平成 25 年 4 月 1 日の設立

以来､近隣の大学病院や､小山市近郊地域連携協議会を構成する 15 病院など地域の医療

機関との連携を行ってきた｡ 

令和 3年度から令和 6年度までの第 3期中期目標期間においては､各種病院機能や災

害拠点病院の指定を受け､名実ともに急性期地域中核病院としての土台が築かれた｡ 

また､第 3期中期目標期間中の､新型コロナウイルス感染症については、地方独立行

政法人という公立病院の役割として、行政の感染症対策への助言やワクチン接種への

協力、新型コロナウイルス感染症患者の受け入れなど、多岐にわたり尽力し、地域の

医療確保へ大きく貢献した｡ 

医師の働き方改革の施行や､急速に進む高齢化の影響による､救急医療のひっ迫､世界

的な物価上昇や為替変動､労働人口減少の影響など､さまざまな外的状況に対応するこ

とが求められている｡ 

このような状況を受け、法人が公立の地域支援病院として、質の高い医療サービス

を提供するための人材を確保し､地域住民が求める診療を持続するために､以下の第 4

期中期目標を法人に示すものである｡ 

 

第 1 中期目標の期間  

令和 7年 4月 1日から令和 11 年 3 月 31 日までの 4年間とする｡  

  

第 2 住民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  

1 公立病院としての役割の発揮と責務の遂行 

(1） 救急医療への対応 

地域の医療機関や消防との連携により､24 時間 365 日の救急受入体制を維持し､一

次救急医療機関及び三次救急医療機関との連携をはかり､県南医療圏における救急医

療に対応すること｡ 

(2） 災害時における機能の強化 

地域災害拠点病院として､平時から災害医療に対応可能な体制の整備に努め､有事

の際は小山市及び関係機関と連携し､必要な医療救護活動を積極的に実施するととも

に､業務継続計画を適切に運用すること｡ 

また､大規模災害の発生も見据え､平時から医薬品や衛生資材等の確保に努めるこ

と｡ 
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(3） 新興感染症への対応 

新型コロナウイルス感染症へ対応した経験を活かし､新たな感染症発生時､自然災

害との複合災害も念頭に入れ､地域医療の崩壊を防ぐため､関係機関と連携･協力しな

がら､医療提供体制を維持すること｡ 

(4） 予防医療の充実 

人間ドックや健診での質の高い検査技術・検査精度を保ち、パーソナルヘルスレ

コード導入など、受診者満足度の向上に努めるとともに、生活習慣病予防、がん、

健康寿命の延伸等に関する健康講座等を開催し､予防医療に関する普及啓発を推進す

ること｡ 

(5） 地域の中核医療機関､地域医療支援病院としての役割の発揮  

地域の医療機関との病診､病病連携体制をより強化し､地域完結型の医療提供体制

の中核を担うとともに､行政関係機関及び地域の介護･福祉施設等と連携･協力して

地域包括ケアシステムの推進を図ること｡ 

2 地域のニーズに応じた質の高い医療の提供 

(1） 診療機能の整備 

地域のニーズに応じた診療科の設置など､医療需要の質的及び量的変化や､新たな

医療課題に適切に対応するために､患者動向や医療需要の変化に即して､総合診療医

を始めとする質の高い医療人材の確保を図り､医療の充実に努めること｡ 

(2） 急性期医療への対応 

地域の中核的な医療機関として､各疾病における､急性期医療や専門医療の良質か

つ安全な提供に努めること｡ 

(3） 小児医療の充実 

小児二次救急医療機関として､地域のニーズに応えられる小児医療体制を引き続き

充実させ､一次救急医療機関及び三次救急医療機関との連携を推進し､小児救急の安

定提供を継続させること｡ 

(4） 周産期医療の対策 

周産期医療提供のため､産婦人科常勤医師確保を目指すこと｡ 

また､身近な医療圏で､安心して出産ができる体制構築を図るため､関係医療機関と

連携を図り､産科スタッフの人員確保に努めること｡ 

(5） 高度･専門医療を提供する人材の確保と育成 

高度専門医療等の安定的な提供を図るため､医療従事者の確保及び定着を図るこ

と｡ 
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また､職種ごとに教育･研修体制を充実させ、自己研鑽や研究のサポート、職員の

各職務に関連する専門資格の取得を支援するとともに､資格を活かせる環境整備に努

めること｡ 

3 安全で信頼される医療の提供 

(1)  医療安全管理及び感染対策の徹底 

医療事故などを防止するため､業務改善や再発防止策を策定し､医療安全対策を徹

底すること｡ 

また､透明性の確保に努め､安全で質の高い医療を継続して提供し､平時から院内

感染防止に関する職員教育を徹底すること｡ 

(2) 患者とともに進める医療の推進とサービスの向上 

 患者の望む医療やケアの提供を行うため、アドバンスケアプランニング等の活用

や、多職種の医療スタッフが連携する「チーム医療」体制の維持に努めること｡ 

さらに医療ＤＸを推進し､患者の利便性に繋がる院内環境の整備を行うと共に､職

員の接遇の向上に努めること｡ 

 

第 3 業務運営の改善及び効率化に関する事項  

1 自律性･機動性･透明性の高い組織運営 

(1) 組織マネジメントの強化 

病院運営方針を明確にし、ＰＤＣＡサイクルを有効に活用することにより、目標

達成に向け、変革を志向する組織風土を醸成しながら、組織マネジメントを強化す

ること。 

(2) コンプライアンスの徹底 

内部統制・監査室を中心に関係法令を遵守し、行動規範と職員倫理の意識高揚に

努めること。 

また、個人情報の保護や情報セキュリティ対策を適切に実施するとともに、情報

公開や内部通報制度を適切に運用し、組織全体の透明性を確保すること。 

２ 働きやすく、やりがいのある病院づくり 

(1) 職員のモチベーションアップへの取組の充実  

やりがいをもって取り組める職場環境を確保し､職員の能力が十分に発揮できる組

織づくり､制度づくりに取り組むこと｡ 

また職員の健康維持･増進を図り､福利厚生制度を充実させ､安心して働き続けるた

めの環境整備を図ること｡ 
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(2) 働き方改革への対応 

職員の意識改革を行うとともに、ＤＸを促進し､業務を明確化させ､より効率的な

総合的管理を行うこと｡ 

職員の離職率を下げ､全職種における職員の定着率が上がる職場環境の整備に努め

ること｡ 

 

第 4 財務内容の改善に関する事項  

1 経営基盤の維持と経営機能の安定化  

質の高い医療を安定して提供するため､培った経営基盤の維持に努めること｡ 

内部留保､内部資本の充実を維持しつつ､戦略的な設備投資を行い､経営機能を一層

強化することで､中期目標期間内における累計経常収支比率 100%以上の達成に努め

ること｡ 

2 収益の確保と費用の適正化 

(1) 収益の確保  

国の医療制度改革や診療報酬改定等､ならびに地域住民の医療ニーズや､患者動向

の的確な把握と迅速な対応による収益確保に努めること｡ 

また診療単価､病床稼働率､平均在院日数など収益確保に向けた数値目標の設定と

進捗管理により､目標達成に向け､切れ目のない取り組みを行うこと｡ 

(2) 費用の適正化 

急性期病院としての役割を果たすために､要するコストを適切にコントロールする

べく､診療材料や医薬品等の適切な調達･管理ならびに費用対効果の検討に努めるこ

と｡ 

また医業収益に占める各種費用比率など､費用の適正化に向けた数値目標を設定

し､経営状況の分析を随時行うこと｡ 

 

第 5 その他業務運営に関する重要事項  

1 地域社会への貢献 

(1) 地域社会との協働の推進 

地域医療支援病院として､様々な情報発信媒体を活用し､各種医療情報の提供を行

うことにより､地域住民の健康意識の醸成に寄与すると共に､地域のボランティアと

協働し｢人が集まる病院｣を目指すこと｡ 

 

(2) 市政策への協力 
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 小山市の地域医療を守り育てる条例(平成 26 年 9 月 29 日条例第 26 号)｣第 6 

号に規定する法人の責務を踏まえ､今後も市施策や市事業に対し､積極的に協力する

こと｡ 
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議案第１１０号 

 

市道路線の認定について 

 

道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第２項の規定により、次の路線を市道

に認定する。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

 開発行為により市に帰属された道路等について、道路法第８条第２項により市道路

線として認定するため、本議案を提案するものである。 
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認定路線 

№ 路線名 起点 終点 

1 市道 38 号線 大字東野田地内 大字南和泉地内 

2 市道 1594 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

3 市道 1596 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

4 市道 1597 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

5 市道 1598 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

6 市道 1599 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

7 市道 1600 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

8 市道 1601 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

9 市道 1602 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

10 市道 1603 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

11 市道 1604 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

12 市道 1605 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

13 市道 1606 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

14 市道 1607 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

15 市道 1608 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

16 市道 1609 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

17 市道 1618 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

18 市道 1621 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

19 市道 1622 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

20 市道 1623 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

21 市道 1624 号線 大字立木地内 大字立木地内 

22 市道 1625 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

23 市道 1626 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

24 市道 1627 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

25 市道 1629 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

26 市道 1630 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

27 市道 1633 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 
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28 市道 1644 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

29 市道 1706 号線 大字松沼地内 大字松沼地内 

30 市道 1707 号線 大字松沼地内 大字松沼地内 

31 市道 1708 号線 大字松沼地内 大字松沼地内 

32 市道 1709 号線 大字羽川地内 大字羽川地内 

33 市道 1710 号線 大字羽川地内 大字羽川地内 

34 市道 1711 号線 大字羽川地内 大字羽川地内 

35 市道 1712 号線 大字羽川地内 大字羽川地内 

36 市道 1713 号線 大字羽川地内 大字羽川地内 

37 市道 4736 号線 大字間々田地内 大字間々田地内 

38 市道 4737 号線 大字間々田地内 大字間々田地内 

39 市道 4738 号線 大字間々田地内 大字間々田地内 

40 市道 7329 号線 大字横倉新田地内 大字横倉新田地内 

41 市道 7330 号線 大字横倉新田地内 大字横倉新田地内 

42 市道 7331 号線 大字横倉新田地内 大字横倉新田地内 

43 市道 7332 号線 大字乙女地内 大字乙女地内 

44 市道 7333 号線 大字乙女地内 大字乙女地内 

45 市道 7334 号線 大字乙女地内 大字乙女地内 

46 市道 7335 号線 大字乙女地内 大字乙女地内 

47 市道 8135 号線 駅南町２丁目地内 駅南町２丁目地内 

48 市道 8136 号線 花垣町１丁目地内 花垣町１丁目地内 

49 市道 8137 号線 大字出井地内 大字出井地内 

50 市道 8138 号線 大字荒井地内 大字出井地内 

51 市道 8139 号線 大字荒井地内 大字荒井地内 

52 市道 8140 号線 大字荒井地内 大字荒井地内 

53 市道 8141 号線 大字荒井地内 大字荒井地内 

54 市道 8142 号線 大字荒井地内 大字荒井地内 

55 市道 8143 号線 大字羽川地内 大字羽川地内 

56 市道 8144 号線 大字中久喜地内 大字中久喜地内 
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57 市道 9053 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 

58 市道 9054 号線 城西１丁目地内 城西１丁目地内 

59 市道 9055 号線 城西２丁目地内 城西２丁目地内 
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議案第１１１号 

 

人権擁護委員候補者の推薦について 

 

次の者を人権擁護委員候補者として推薦したいので、人権擁護委員法（昭和２４

年法律第１３９号）第６条第３項の規定により、議会の意見を求める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（提案理由） 

人権擁護委員の古
ふる

川
かわ

 勉
つとむ

 氏、荒川
あらかわ

 久
ひさ

雄
お

 氏、鈴木
す ず き

 和夫
か ず お

 氏、鈴木
す ず き

 史
ふみ

隆
たか

 氏、

須賀
す が

 保
やす

典
のり

 氏の５名は令和７年３月３１日をもって任期満了となるので、同氏５

名を再推薦することについて議会の意見を求めるため、提案するものである。 

 

氏   名 住      所 生 年 月 日 

古川 勉 小山市駅南町２丁目２番５号 昭和２９年 ７月 ６日 

荒川 久雄 小山市大字間々田１７１９番地２ 昭和２９年 ６月 ４日 

鈴木 和夫 小山市大字喜沢６６０番地１８ 昭和３１年 ６月１４日 

鈴木 史隆 
小山市大字横倉５番地１ 

 グランデ・ルガールＢ２０３ 
昭和３３年１２月３１日 

須賀 保典 小山市大字下初田１１７０番地２ 昭和２９年１２月１５日 
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議案第１１２号 

 

   専決処分の承認を求めることについて 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙の

とおり専決処分したので、同条第３項の規定により、これを報告し、承認を求める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  
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専決第１７号 

 

 

専  決  処  分  書 

 

 令和６年度小山市一般会計補正予算（第４号）について、別紙のとおり専決処分す

る。 

 

 

  令和６年１０月９日 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

（理 由） 

令和６年度小山市一般会計予算の執行に当たり、予算の調製をする必要が生じた

が、特に緊急を要し、議会を招集する時間的余裕がないため、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により専決処分する。 
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令和６年度小山市一般会計補正予算（第４号） 

 

令和６年度小山市の一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７３，１６０千円を追加し、歳

入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ７３，５６９，８４９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳

入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 
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　　　　　　　　　　第 １ 表　歳 入 歳 出 予 算 補 正

歳   入 (単位　千円)

款 項

16 県 支 出 金 5,743,977 67,512 5,811,489

 3 委 託 金 550,735 67,512 618,247

20 繰 越 金 649,493 5,648 655,141

 1 繰 越 金 649,493 5,648 655,141

73,496,689 73,160 73,569,849

歳   出 (単位　千円)

款 項

 2 総 務 費 11,553,476 73,160 11,626,636

 4 選 挙 費 146,810 73,160 219,970

73,496,689 73,160 73,569,849

計補 正 額補 正 前 の 額

歳 出 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計
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　　　　　　　　　　　　歳入歳出補正予算事項別明細書
１．歳　入

16. 県　支　出　金 5,743,977 67,512 5,811,489

 3. 委　託　金 550,735 67,512 618,247

 1. 総務費委託金 352,948 67,512 420,460

20. 繰　越　金 649,493 5,648 655,141

 1. 繰　越　金 649,493 5,648 655,141

 1. 繰　越　金 649,493 5,648 655,141

73,496,689 73,160 73,569,849歳 入 合 計

補 正 前 の 額 補 正 額 計款　　　項　　　目
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（単位　千円）

節   

 3. 選挙費委託金 67,512 ○衆議院議員総選挙委託金

 1. 前年度繰越金 5,648 ○前年度繰越金

説 明
区 分 金 額
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２．歳　出

　款　　項　　目

 2. 総　務　費 11,553,476 73,160 11,626,636 67,512 5,648

 4. 選　挙　費 146,810 73,160 219,970 67,512 5,648

 5. 衆議院議員総選 0 73,160 73,160 67,512 5,648

挙費

73,496,689 73,160 73,569,849 67,512 5,648歳 出 合 計

補 正前 の額 補 正 額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源 一 般 財 源
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 2. 総務費 （単位　千円）

節       

特定財源内訳

県支出金 67,512

特定財源内訳

県支出金 67,512

特定財源内訳

県支出金 67,512

 1. 報 酬 3,665 ○報酬　398人 3,665 

 3. 職 員 手 当 等 23,135 投票立会人　266人 2,335     

 7. 報 償 費 795 開票立会人　10人 89     

 8. 旅 費 50 開票管理者　1人 11     

10. 需 用 費 3,651 投票管理者　121人 1,230     

11. 役 務 費 12,147 ○職員手当等 23,135 

12. 委 託 料 10,932 ○事務費 46,360 

13. 使 用 料 及 び 6,091

賃 借 料

17. 備 品 購 入 費 12,694

特定財源内訳

県支出金 67,512

区 分 金 額
説 明
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議案第１１３号 

 

業務委託契約の締結について（追認） 

 

次の業務委託契約の締結について、追認の議決を求める。 

 

令和６年１１月２８日提出  

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

１．令和２年度校内ＬＡＮ構築 

（１）契約の目的  校内ＬＡＮ構築業務委託（小学校１２校） 

（２）契約の金額  １５１，４７０，０００円 

（３）契約の相手方先 富士電機ＩＴソリューション㈱北関東支店 

（４）契約の方法  指名競争入札 
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議案第１１４号 

 

財産の取得について（追認） 

 

次の財産の取得について、追認の議決を求める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

１．平成２３年度小学校教師用教科書・指導書 

（１）購入金額 ２５，９６０，６９４円 

（２）購入先 株式会社 進駸堂販売 

（３）購入方法 随意契約 

（４）納期  平成２３年４月１日 
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議案第１１５号 

 

財産の取得について（追認） 

 

次の財産の取得について、追認の議決を求める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

１．平成２７年度小学校教師用教科書・指導書 

（１）購入金額 ２９，７０５，５７５円 

（２）購入先 株式会社 進駸堂販売 

（３）購入方法 随意契約 

（４）納期  平成２７年４月１日 
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議案第１１６号 

 

財産の取得について（追認） 

 

次の財産の取得について、追認の議決を求める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

１．令和２年度小学校教師用教科書・指導書 

（１）購入金額 ４９，２７３，０９２円 

（２）購入先 株式会社 進駸堂販売 

（３）購入方法 随意契約 

（４）納期  令和２年４月１日 
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議案第１１７号 

 

財産の取得について（追認） 

 

次の財産の取得について、追認の議決を求める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

１．令和３年度中学校教師用教科書・指導書 

（１）購入金額 ２０，４４３，４８３円 

（２）購入先 株式会社 進駸堂販売 

（３）購入方法 随意契約 

（４）納期  令和３年４月８日 

 

146
146

0123456789



 

議案第１１８号 

 

財産の取得について（追認） 

 

次の財産の取得について、追認の議決を求める。 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

１．令和６年度小学校教師用教科書・指導書 

（１）購入金額 ６２，４２１，７４９円 

（２）購入先 株式会社 進駸堂販売 

（３）購入方法 随意契約 

（４）納期  令和６年４月５日 
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議案第１１９号 

 

財産の取得について（追認） 

 

次の財産の取得について、追認の議決を求める。 

 

令和６年１１月２８日提出  

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

１．平成３０年度東城南小学校図書購入 

（１）購入金額 ２０，９１９，３９６円 

（２）購入先 小山市書店組合 理事長 渡辺 順一 

（３）購入方法 随意契約 

（４）納期    平成３１年２月１３日 
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議案第１２０号 

 

財産の取得について（追認） 

 

次の財産の取得について、追認の議決を求める。 

 

令和６年１１月２８日提出  

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

１．令和２年度図書カード購入 

（１）購入金額 ２６，４００，０００円 

（２）購入先 小山市書店組合 理事長 渡辺 順一 

（３）購入方法 随意契約 

（４）納期    令和２年５月１１日 
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報告第１７号 

 

   専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第２項の規定により、これを報告する。 

 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

 

小山市長 浅 野 正 富  
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専決第１５号 

 

専  決  処  分  書 

 

市道管理の瑕疵による車両損傷事故に対し、損害賠償の額を定め和解することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次

のとおり専決処分する。 

 

令和６年８月２０日 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

１ 事故発生日時  令和６年６月１６日（日）午後７時３０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字石ノ上１３１番地 地先 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

           ＠＠＠＠＠ 

４ 事故発生状況  道路上に開いた穴により、通行中の車両を損傷させた。 

５ 損害賠償額   １３，５６３円 

６ 和解の条件   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１６号 

 

専  決  処  分  書 

 

市道管理の瑕疵による車両損傷事故に対し、損害賠償の額を定め和解することに

ついて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次

のとおり専決処分する。 

 

令和６年８月２６日 

 

小山市長 浅 野 正 富  

 

 

１ 事故発生日時  令和６年６月２９日（土）午後７時３０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字南半田２３８０番地 地先 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

           ＠＠＠＠＠ 

４ 事故発生状況  道路上に開いた穴により、通行中の車両を損傷させた。 

５ 損害賠償額   １５，４９５円 

６ 和解の条件   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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報告第１８号 

 

   専決処分の報告について 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、別紙のと

おり専決処分したので、同条第２項の規定により、これを報告する。 

 

 

令和６年１１月２８日提出 

 

 

小山市長 浅 野 正 富  

  

 

153
153

0123456789



専決第２５号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２６年６月２６日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２６年６月１６日（月） 午前４時２５分頃 

２ 事故発生場所  小山市駅南町二丁目１番１号 地先 

 駅南町公民館付近の交差点 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が救急走行中、停車中の相手方車両のリアハッチ

ドアに接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ４９３，２５８円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第２６号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２６年７月２４日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２６年６月６日（金） 午前１０時２５分頃 

２ 事故発生場所  小山市八幡町一丁目８番４９号 

 小山市青少年相談室駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が出庫する際に、後進した際に、駐車中の相手車両

と接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   １８５，０５８円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第２７号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２６年１１月１３日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２６年１０月１８日（土） 午前１０時３０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字大行寺１３０８番地 

 思川緑地駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が方向転換をした際に、駐車中の相手方車両と接

触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   １３０，７１２円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第２８号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２７年１月１６日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２６年１２月１１日（木） 午前１１時１２分頃 

２ 事故発生場所  小山市犬塚八丁目９番地 地先 

 中ノ浦公園付近の交差点 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が交差点を左折する際に、後方の相手方車両に追

突された。 

５ 損害賠償額   ８，９３４円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１６号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２７年１１月１０日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２７年１０月５日（月） 午後２時４５分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字大行寺１０１９番地７ 地先 

 相手方宅付近の交差点 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が交差点を右折する際に、相手方所有の塀に接触

し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ３７，８００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１７号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２８年１月１４日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２７年６月３０日（火） 午後４時５０分頃 

２ 事故発生場所  宇都宮市西原町４６４番地１ 地先 

 国道４号と国道１１９号の合流点付近 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が走行中、後方別車線を走行していた相手方車両

が自車車線へ車線変更を行った際に、接触された。 

５ 損害賠償額   ２６，２９９円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１３号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２８年６月１３日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２８年５月３１日（火） 午後１時００分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字向野１８７番地 

 小山運動公園駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が駐車の為、後進した際に、駐車中の相手車両と接

触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ２１２，９４４円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１４号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２８年８月２日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２８年７月１３日（水） 午後２時３０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字間々田２４４３番地１ 地先 

 間々田保育所付近の市道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が出庫する際に、後方に駐車していた相手方車両

に接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ２２０，２００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１５号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２８年９月１３日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２８年８月１７日（水） 午前９時２０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字神鳥谷２２５１番地７  

 小山市健康医療介護総合支援センター駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が駐車の為、後進した際に、駐車中の相手車両と接

触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   １０９，８２４円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１６号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２８年１０月１７日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２８年１０月１１日（火） 午後４時００分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字犬塚９９６番地１ 地先 

 株式会社巴コーポレーション小山工場付近の県道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が信号待ちの際に、前方で停車していた相手方車

両と接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ４３，２００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１７号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２９年２月２７日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２８年１２月２６日（月） 午前１０時３２分頃 

２ 事故発生場所  茨城県結城市大字小田林３８５番地９ 地先 

 ローソン結城小田林店付近の新４号国道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が消火緊急出動の際に、車両追い越しを行ったと

ころ、相手方車両に接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ２４，３００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１８号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２９年３月１日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２８年８月２日（火） 午前８時５０分頃 

２ 事故発生場所  小山市中央町一丁目１番１号 

 小山市役所第一側駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が一時停止した後、発信した際に、左側から直進し

てきた相手方車両と接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   １５０，８７１円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１９号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２９年３月１４日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２８年１１月１５日（火） 午前９時３７分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字田間６８７番地１ 地先 

 新４号国道田間交差点 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   交差点を直進する際に、左手前右側道から相手方車両が飛

び出し接触された。 

５ 損害賠償額   ２９，７９３円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１４号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２９年６月１６日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２９年４月２８日（金） 午前１０時１５分頃 

２ 事故発生場所  小山市城東六丁目１９番２２号 地先 

 ヤオハン城東店付近の交差点 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が走行中、駐車場から本線に進入してきた相手方

車両に追突し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ２６９，３６３円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１５号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２９年７月２８日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２９年６月２８日（水） 午後３時３０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字大行寺１０１５番地 地先 

 相手方宅付近の市道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が駐車場から出庫する際に、相手方所有の塀に接

触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ２１２，７７０円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１６号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２９年８月１日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２９年７月１８日（火） 午後４時１５分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字神鳥谷２２５１番地１０ 地先 

 小山思いの森付近の市道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が走行中、停車していた相手方車両に接触し、損害

を与えた。 

５ 損害賠償額   ６１，５６０円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 

 

 

 

 

 

169

0123456789



専決第１７号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２９年９月７日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２９年８月２４日（木） 午後４時３０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字横倉新田８番地２ 地先 

 大谷公民館西側の市道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が入庫する際に、駐車中の相手方車両に接触し、損

害を与えた。 

５ 損害賠償額   ６３，０７８円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１８号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２９年１０月２日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２９年９月８日（金） 午後１２時１５分頃 

２ 事故発生場所  小山市駅東通り一丁目３番３号 

 相手方敷地 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が駐車の為、後進した際に、相手方所有の駐車場フ

ェンスに接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ５４，０００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１９号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成２９年１２月２８日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２９年１１月１６日（木） 午前９時００分頃 

２ 事故発生場所  小山市中央町一丁目１番１号 

 小山市役所第一駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が方向転換の為後進した際に、停車中の相手方車

両に接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ５１，４８４円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第２０号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成３０年１月１５日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２９年１２月１１日（月） 午後８時２０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字延島１５９２番地１ 地先 

 相手方宅付近の県道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が出庫する際に、駐車中の相手方車両に接触し、損

害を与えた。 

５ 損害賠償額   １０３，４０２円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第２１号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成３０年３月３０日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成２９年１１月１５日（水） 午後３時５０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字下石塚１７５番地２ 地先  

 大行寺地区処理施設の北西に位置する市道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が積載していたアルミパイプが対向車線にはみ出

していたことから、対向車線走行中の相手方車両に接触し、

損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ３９，２０４円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 

 

 

 

 

 

174

0123456789



専決第２２号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成３０年３月３０日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成３０年３月２６日（月） 午前１１時１５分頃 

２ 事故発生場所  小山市中央町一丁目１番１号 

 小山市役所第一駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が駐車の為、後進した際に、停車中の相手方車両に

接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   １２，３５８円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１２号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成３０年７月１８日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成３０年６月２５日（月） 午後４時５２分頃 

２ 事故発生場所  栃木県下野市川中子３３２９番地 

 宇都宮国道事務所国分寺出張所付近の交差点 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が信号待ちで停車していた相手方車両に追突し、

損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ４４，６９０円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１３号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

平成３０年１２月２１日 

 

小山市長 大久保 寿夫  

 

 

１ 事故発生日時  平成３０年１２月１８日（火） 午後４時２２分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字松沼９６４番地２０ 地先 

 思川駅南口交差点付近 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が信号待ちで停車していた相手方車両に追突し、

損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ６７４，８５２円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第４０号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和２年１０月１日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和２年８月２５日（火） 午前９時３０分頃 

２ 事故発生場所  小山市中央町一丁目１番１号 

 小山市役所第二駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が駐車の為後進した際に、相手方車両に接触し、損

害を与えた。 

５ 損害賠償額   １３１，８７５円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第４１号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和２年１２月８日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和２年１０月２０日（火） 午前１０時２０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字大行寺２１９番地４ 地先 

 大行寺跨道橋付近の県道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が車線変更をした際に、変更後車線を走行してい

た相手方車両に接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   １２５，０５９円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第４２号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和３年１月２５日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和２年１１月３０日（月） 午前９時４５分頃 

２ 事故発生場所  小山市花垣町一丁目１３番３９号  

 保健センター分館駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が駐車の為、前進した際に、停車中の相手方車両に

接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   １８８，１９９円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第４３号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和３年２月４日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和２年１２月２２日（火） 午後３時２０分頃 

２ 事故発生場所  小山市中央町一丁目１番１号 地先 

 小山市立文化センター南側の市道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が車を後進した際に、停車中の相手方車両と接触

し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   １５７，５６４円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 

 

 

 

 

 

181

0123456789



専決第２３号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和４年３月３１日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和３年３月２９日（月） 午後１１時１６分頃 

２ 事故発生場所  小山市東城南四丁目１番地１ 地先 

 国道５０号と県道が交差する交差点 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が救急搬送中、交差点進入時、左側から走行してき

た相手方車両に接触された。 

５ 損害賠償額   ７２，８８１円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１５号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和４年６月２日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和３年１２月２４日（金） 午後１時５５分頃 

２ 事故発生場所  小山市中央町一丁目１番１号 

 小山市役所第二駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が交差点を直進した際に、左側から走行してきた

相手方車両と接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ２１９，０００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１６号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和４年７月２９日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和４年６月２７日（月） 午後４時００分頃 

２ 事故発生場所  小山市城東六丁目１９番２２号 地先 

 ヤオハン城東店付近の交差点 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が信号待ちの際に、前方で停車していた相手方車

両と接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ３５，２００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１７号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和４年９月２８日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和３年４月２日（金） 午後１２時０３分頃 

２ 事故発生場所  小山市中央町一丁目１番１号 

 小山市役所第二駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が走行中、対向車線を走行していた相手方車両と

接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ２２９，６５４円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１８号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和５年１月２６日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和４年８月１８日（木） 午後１時３０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字立木１４７５番地１ 地先 

 栃木県下都賀漁業協同組合付近の市道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が駐車の為後進した際に、相手方所有のポールに

接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   １２３，２００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１９号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和５年３月２９日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和４年１２月９日（金） 午前９時１０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字神鳥谷１０４４番地４ 地先 

 小山市こども発達支援センターたんぽぽ園付近の市道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両がブレーキの踏み間違えにより、相手方所有の擁

壁に接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ７９，２００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第２９号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和５年４月２６日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和５年３月４日（土） 午後３時３２分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字島田１０１番地１ 地先 

JR 両毛線思川第一橋梁の南に位置する思川右岸河川監視

道路 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が方向転換の際に、駐車中の相手方車両と接触し、

損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ２５３，５１２円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 

 

 

 

 

 

188

0123456789



専決第３０号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和５年５月１５日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和５年３月２２日（水） 午前９時３０分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字上石塚３６５番地３  

 相手方敷地 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が走行中、相手方所有の郵便受けと接触し、損害を

与えた。 

５ 損害賠償額   ７５，９００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 

 

 

 

 

 

189

0123456789



専決第３１号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和５年１１月３日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和５年７月２２日（土） 午後１時２５分頃 

２ 事故発生場所  下都賀郡大字野木町野渡１０９７番地 

 相手方敷地 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が駐車する際に、相手方所有の浄化槽金属蓋に乗

り上げ、破損させた。 

５ 損害賠償額   ６６，０００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第３２号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和５年１２月１９日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和５年１０月２６日（木） 午前１０時３８分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字中久喜１４６７番地１ 地先 

 イオンモール小山付近の市道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が右折の際に、停車中の相手方車両と接触し、損害

を与えた。 

５ 損害賠償額   ７６８，６４９円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第３３号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和６年２月７日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和５年１２月６日（水） 午後３時２５分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字卒島７３９番地４ 地先 

 芝原公民館付近の市道 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が出庫の為、左折しようとした際に、相手方所有の

塀に接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ６９，３００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１８号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和６年７月２３日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和６年３月１６日（土） 午後４時５５分頃 

２ 事故発生場所  小山市大字南和泉５１６番地１ 地先 

 相手方敷地 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が駐車時、サイドブレーキ、車止めのかけ忘れによ

り、車両が後退し、相手方所有の塀に接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ８８０，０００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第１９号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和６年１０月４日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和６年７月５日（金） 午後２時４４分頃 

２ 事故発生場所  小山市中央町一丁目１番１号 

 小山市役所第二駐車場 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が入庫の為、後進した際に、停車中の相手方車両に

接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   １０１，７２８円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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専決第２０号 

 

専  決  処  分  書 

 

職員の公用車運転時の交通事故による損害賠償の額を定め和解することについて、

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、次のとおり

専決処分する。 

 

令和６年１０月３１日 

 

小山市長 浅野 正富  

 

 

１ 事故発生日時  令和６年７月２６日（金） 午前９時２０分頃 

２ 事故発生場所  小山市三峯二丁目６番１２号 地先 

 横倉踏切の東側に位置する交差点 

３ 事故の相手方  ＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠＠ 

＠＠ ＠＠       

４ 事故発生状況   市側車両が交差点左折する際に、相手方が所有する交通信

号機付電柱に接触し、損害を与えた。 

５ 損害賠償額   ５８，３００円 

６ 承諾の内容   市は相手方に損害賠償金を支払い、今後この事件に関して

双方とも何ら異議を申し立てない。 
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